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〔開議 午前 ９時５９分〕 

議長（小川公明議員） おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 ただいまの出席議員は１０名であります。よって、会議は成立をいたしており

ます。 

 最初に、議長の報告ですが、お手元の報告書は朗読を省略し、これより議事に

入ります。 

 本日の議事につきましては、お手元の議事日程第３号により取り進めたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、日程第１、「会議録署名議員の指名」を行います。 

 本日の会議録署名議員は、会議規則第８７条の規定により、議長において、４

番、入田真嘉議員、５番、佐々木康次議員を指名いたします。 

 次に、日程第２、議案第３１号「令和７年度尾鷲市一般会計補正予算（第１３

号）の議決について」から議案第３３号「工事請負変更契約について（国市浜公

園野球場建設工事）」までの計３議案を一括議題といたします。 

 ただいま議題となりました３議案につきましては、朗読を省略し、直ちに提案

理由の説明を求めます。 

 市長。 

〔市長（加藤千速君）登壇〕 

市長（加藤千速君） それでは、今回追加させていただきます議案について説明いた

します。 

 議案書の表紙の次のページを御覧ください。 

 このページは、提出議案の目次となっております。 

 追加させていただきます提出案件は、議案第３１号から議案第３３号の３議案

であります。議案の内訳といたしましては、補正予算の議案が２件、工事請負変

更契約についての議案が１件であります。 

 それでは、各議案について説明いたします。 

 議案書の１ページを御覧ください。 

 議案第３１号「令和７年度尾鷲市一般会計補正予算（第１３号）の議決につい

て」につきまして説明いたします。 

 お手元に配付の令和７年度尾鷲市一般会計補正予算書（第１３号）及び予算説

明書の１ページを御覧ください。 
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 今回の補正予算計上額は、補正前の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ

１,９６１万５,０００円を減額し、これにより予算総額を１４２億７,０４８万

２,０００円とするものであります。 

 まず、歳入について説明いたします。 

 １０ページ、１１ページを御覧ください。 

 １８款繰入金、１項基金繰入金、１目財政調整基金繰入金２１万円の増額は、

今回の補正財源として繰り入れるものであります。 

 １１目国市浜公園整備等基金繰入金６１５万９,０００円の減額は、繰入れ対

象事業費の減額に伴うものであります。 

 １２目地方創生拠点整備等基金繰入金７３万４,０００円の増額は、旧野球場

にございました「別当薫記念碑」の移設工事に対して頂いておりました御寄附を、

同基金から繰り入れるものであります。 

 ２１款市債、１項市債、７目教育債１,４４０万円の減額のうち、多目的スポ

ーツフィールド整備事業債１,４３０万円の減額は、起債対象事業費の減少に伴

うものであります。また、社会教育施設等整備事業債１０万円の減額は、体育文

化会館、中央公民館耐震・長寿命化整備事業に係る地方債の一部繰越しに伴い発

生した発足調整による減額であります。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 １２ページ、１３ページを御覧ください。 

 ２款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費１１万円の増額は、本市が当事

者となる不作為の違法確認及び義務付け訴訟事件に関するもので、昨年７月１７

日に提起され、本年１月２２日に第１審において却下判決が出されましたが、そ

の後、原告側より控訴が提起されました。これに伴い、控訴審への対応として、

弁護士に支払う着手金を報償金として計上するものであります。 

 ９款教育費、４項社会教育費、１目社会教育総務費につきましては、地方債の

減額に伴う財源更正であります。 

 ５項保健体育費、２目運動場管理費１,９７２万５,０００円の減額は、国市浜

公園野球場に係る物価スライド及び経費精算額の確定等による３,６４０万７,０

００円の減額及び仮駐車場整備等の追加工事費１,６６８万２,０００円の増額に

よるものであります。 

 続きまして、繰越明許費補正について説明いたします。 

 ５ページを御覧ください。 
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 追加１件は、９款教育費、５項保健体育費の多目的スポーツフィールド整備事

業であります。 

 こちらにつきましては、国市浜公園野球場の建設工事が年度内に完了しない見

込みであることから、７億４,７２８万１,０００円を翌年度に繰り越すものであ

ります。 

 次に、債務負担行為補正についてであります。 

 廃止２件につきましては、尾鷲市体育文化会館及び尾鷲市立中央公民館耐震・

長寿命化工事監理等業務委託費及び同工事であります。 

 当初の予定では、工期を令和７年度から８年度とし、令和８年度分を債務負担

行為として設定しておりましたが、今回、工期が令和８年度から９年度となるこ

とから、改めて債務負担行為を設定するため、本債務負担行為を廃止するもので

あります。 

 続きまして、議案第３２号「令和８年度尾鷲市一般会計補正予算（第１号）の

議決について」説明いたします。 

 お手元に配付の令和８年度尾鷲市一般会計補正予算書（第１号）及び予算説明

書１ページを御覧ください。 

 今回の補正予算計上額は、補正前の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ

４億７,９４４万９,０００円を減額し、これにより予算総額を１２８億２,６６

４万９,０００円とするものであります。 

 まず、歳入について説明いたします。 

 １０ページ、１１ページを御覧ください。 

 １８款繰入金、１項基金繰入金、１３目森林環境譲与税基金繰入金１億５５４

万９,０００円の減額は、体育文化会館、中央公民館耐震・長寿命化整備事業の

木質化に係る令和８年度事業費が皆減となったことに伴い、同基金から繰入れを

減額するものであります。 

 ２１款市債、１項市債、７目教育債３億７,３９０万円の減額は、同事業の令

和８年度事業費が減額となったことに伴い、社会教育施設等整備事業債を減額す

るものであります。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 １２ページ、１３ページを御覧ください。 

 ２款総務費、１項総務管理費、３目財産管理費６,０３１万８,０００円の増額

は、今回の補正に伴う財政調整基金積立金３,４４５万１,０００円のほか、体育
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文化会館、中央公民館耐震・長寿命化整備事業の木質化事業が令和９年度の施行

となることから、当初充当予定であった森林環境譲与税を同基金に２,５８６万

７,０００円積み立てるものであります。 

 ９款教育費、４項社会教育費、１目社会教育総務費５億３,９７６万７,０００

円の減額は、体育文化会館、中央公民館耐震・長寿命化整備事業費の再積算の結

果、総額では、工事請負費及び施工監理業務委託料を合わせて２億８,０１３万

円の増額となりましたが、工期の変更により令和８年度分の事業費が減少するこ

とから、設計等業務委託料を１,０２０万３,０００円、工事請負費を５億２,９

５６万４,０００円、それぞれ減額するものであります。 

 続きまして、債務負担行為補正について説明いたします。 

 ５ページを御覧ください。 

 追加２件は、尾鷲市体育文化会館及び尾鷲市立中央公民館耐震・長寿命化工事

監理等業務委託費及び同工事であります。 

 こちらにつきましては、先ほど説明しましたとおり、工期が令和９年度にわた

ることから、それぞれ期間を令和９年度、限度額を１,０２０万３,０００円及び

８億９７０万１,０００円と定めるものであります。 

 次に、地方債補正についてであります。 

 変更１件につきましては、尾鷲市体育文化会館及び尾鷲市立中央公民館耐震・

長寿命化工事に係る社会教育施設等整備事業であり、令和８年度の事業費が減額

することから、限度額を８億４９０万円から４億３,１００万円に変更するもの

であります。 

 続きまして、議案第３３号「工事請負変更契約について（国市浜公園野球場建

設工事）」につきまして説明いたします。 

 議案書の３ページを御覧ください。 

 今回、契約条項に基づいた物価スライド及び経費精算額の確定並びに仮駐車場

整備等の追加工事に係る変更契約を締結するに当たり、地方自治法第９６条第１

項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例

第２条の規定に基づき、議会の議決を求めるものでございます。 

 以上をもちまして、議案第３１号「令和７年度尾鷲市一般会計補正予算（第１

３号）の議決について」から議案第３３号「工事請負変更契約について（国市浜

公園野球場建設工事）」までの３議案の説明とさせていただきます。よろしく御

審議いただき、御承認賜りますようお願い申し上げます。 
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議長（小川公明議員） 以上で提案理由の説明は終わりました。 

 これより議案に対する質疑に入ります。 

 ただいまのところ、質疑の通告はございません。 

 質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

議長（小川公明議員） 質疑なしと認めます。これをもって質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております３議案につきましては、お手元の議案付託表の

とおり、会議規則第３７条第１項の規定により、所管の行政常任委員会に付託し

たいと思いますが、これに異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

議長（小川公明議員） 御異議なしと認めます。よって、議題の議案は所管の行政常

任委員会に付託することに決しました。 

 次に、日程第５、昨日に引き続き一般質問を行います。 

 最初に、３番、野田憲司議員。 

〔３番（野田憲司議員）登壇〕 

３番（野田憲司議員） それでは、議長のお許しをいただきましたので、ただいまよ

り一般質問をさせていただきます。 

 執行部の皆様におかれましては、御答弁のほどよろしくお願いいたします。 

 本日は、大きく二つのテーマについて質問をさせていただきます。 

 一つ目は、観光への取組と地域ブランディングについて。 

 二つ目は、超高齢社会の本格化に対応した安心できる生活の実現についてでご

ざいます。 

 まず、今回、八鬼山荒神堂跡及び茶屋跡が国史跡熊野参詣道伊勢路に追加指定

されましたこと、心よりお祝い申し上げます。 

 この指定は、江戸時代に西国一の難所と恐れられた八鬼山道で巡礼者たちが安

全を祈願した荒神堂と、修験者の一家が営んだ茶屋の遺構が、熊野参詣の歴史を

今に伝える重要なあかしとして認められたすばらしい成果です。荒神堂の再建や

遺跡の保全に尽力された八鬼山荒神堂保存会はじめ、尾鷲市の皆様、教育委員会、

そして長年にわたり汗を流してこられた全ての方々に、心より深い感謝と最大の

敬意を表します。 

 それでは、最初に、観光への取組と地域ブランディングについて伺います。以
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前の一般質問において、市長からは、本市の活性化にとって、観光による関係人

口の創出と拡大は非常に重要な柱であるとお答えいただきました。 

 また、私から観光動線の重要について御提案した際には、国道４２号での魅力

アップは必要で、休憩や飲食、給油など、沿線店舗に協力を求めたいとのことで

した。 

 尾鷲市は、世界的にも２例しかない参詣道が、世界遺産となっている熊野古道

伊勢路の中にありますが、この恵まれた環境で、世界遺産熊野古道伊勢路を活用

したブランディングをどのように位置づけ、推進してこられたのでしょうか。 

 熊野古道伊勢路全体の来訪者数は、平成２６年の４２万９,０００人がピーク

で、コロナの影響で大幅に減少したものの、コロナ前の９３％にまで回復してい

ます。 

 本市では、実際に熊野古道を歩くツーデーウォークのイベントや八鬼山荒神堂

での護摩供など、関連したイベントを行っておりますが、初めて尾鷲に来た方が、

世界遺産のまちとして認識できるでしょうか。ほか市町においては、世界遺産の

まちと国道沿いに電光掲示でお知らせするなどして、我がまちこそが世界遺産の

まちであると、先行して認知戦を進めております。 

 尾鷲市も、北インターや南インターを下りた辺りに「世界遺産のまち、尾鷲」、

「西国一の難所、八鬼山」などの看板を設置し、差別化を図ってはいかがでしょ

うか。看板を設置することは、観光による関係人口の増加のための旗印になると

考えます。世界遺産熊野古道という立派な旗があるのですから、生かさない手は

ないのではないですか。私はこの旗印こそが、本市で活躍する地域おこし協力隊

の皆様の共通の方向性を示すものになると考えます。世界遺産という旗印こそ、

ブランディングであると思います。世界遺産熊野古道伊勢路の尾鷲の地場物産品、

世界遺産熊野古道伊勢路の尾鷲での山歩きを体験することが、差別化につながる

と考えます。 

 本市の地域ブランディングの主な取組内容についてお聞かせください。 

 そして、二つ目は、尾鷲市の超高齢社会の本格化に対応した安心できる生活の

実現について伺います。 

 本市では、長年にわたる若年層の流出や高齢化が深刻な課題であることは周知

のことではございますが、それによって、本市の２０２５年度の高齢化率は約４

６％、７５歳以上の後期高齢者割合も約２７％となっており、全国平均や県の平

均を大幅に上回っております。 
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 また、独り暮らしや夫婦世帯での高齢者が増え、医療介護ニーズがピークを迎

えつつあります。 

 尾鷲総合病院の財政健全化はもちろんのことですが、訪問診療による在宅医療

はカバーし切れていない状況です。 

 介護も在宅サービス不足が懸念となっております。 

 地域包括ケアにおける生活支援については、買物や通院の外出手段確保が難し

く、閉じ籠もりやフレイル予防が急務となっております。 

 その中でも、本市は、尾鷲市高齢者保健福祉計画で、地域包括ケアシステムを

深化させ、ＡＣＰ啓発や身寄りのない人の入院、入所に関するガイドライン作成

などを進めていただいております。 

 尾鷲市に移住希望者が増えるような、安心できる本市のサポートについて、令

和７年度現在での生活支援サービス、介護予防、医療介護連携の具体的な取組と

課題について、市長のお考えをお聞かせください。 

 まずは大きく２点を質問させていただきました。御答弁のほどよろしくお願い

申し上げます。 

議長（小川公明議員） 市長。 

〔市長（加藤千速君）登壇〕 

市長（加藤千速君） それでは、野田議員の御質問に対して、順次お答えさせていた

だきます。 

 その前に、八鬼山荒神堂跡の国の史跡の認定につきまして、ありがとうござい

ます。我々としても、これが第一歩でございまして、次は世界遺産登録に向けて

追加申請というようなことも、県と共に一生懸命頑張ってまいりたいと思ってお

ります。ありがとうございます。 

 それでは、順にお答えさせていただきます。 

 本市の誇るべき財産である世界遺産熊野古道伊勢路におけるブランディングの

主な取組につきましては、まずは積極的な情報発信が重要であると考えており、

特にゴールデンウイークなどの大型連休や観光シーズン、さらには地域のイベン

ト開催時期に合わせて、市の公式ＳＮＳやホームページ、広報紙などを適時効果

的に活用し、情報の発信を行っております。 

 また、本市には、熊野古道、そして古道周辺の地域、自然、歴史・文化をより

深く体感できるビジターセンターとしての県立熊野古道センターがあることから、

同施設の独自イベントはもとより、県や近隣市町との連携による様々なイベント
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を開催しております。 

 本市といたしましても、同施設との連携強化を図っており、例えば昨年度の熊

野古道世界遺産登録２０周年記念に際しましては、スペイン・バスク自治州カミ

ーノ・デ・サンティアゴ友の会の皆様をお招きし、開催されました国際シンポジ

ウムに合わせ、市内の各保育園の園児や小中学校の児童・生徒の皆様が絵付けし

たスカイランタンの打ち上げや同じく「紀伊山地の霊場と参詣道」として世界遺

産に登録されている奈良県吉野山にあります金峯山寺から五條良知猊下をお招き

し、特別記念講演や護摩供と火渡りの体験事業などの本市独自のイベントを開催

いたしました。 

 さらには、熊野古道が、平成１６年７月に、「紀伊山地の霊場と参詣道」の構

成資産としての世界遺産に登録されてから、２０年にわたる継続事業として、本

市にある熊野古道を核とした、「おわせ海・山ツーデーウォーク」を開催してお

り、全国各地から延べ７００名を超える皆様に御参加いただきました。 

 開催に当たっては、市内外からお集まりいただいた実行委員の皆様や尾鷲建設

業協会、尾鷲藪漕隊など、各団体の皆様の協力による事前のコース整備やＳＮＳ、

市ホームページなどを活用した積極的な情報発信により、全国へのアピールを行

っております。 

 また、本市を訪れる旅行者に対する視覚的アピールと利便性の向上を目指し、

馬越峠から曽根次郎坂・太郎坂までの峠間を結ぶ市街地の路面に、「熊野古道路

面標示シート」、この整備を実施いたしました。 

 これら本市の取組に加え、紀伊山地の霊場と参詣道は、三重県、和歌山県、奈

良県の３県にまたがる世界遺産であることから、広域的取組が必要不可欠である

と考えておりますので、引き続き県や関係市町との連携強化を図りながら、その

魅力を高めるとともに、本市独自のブランディングになお一層取り組んでまいり

たいと思っております。 

 先ほどおっしゃっていました、看板設置等の旗印、あるいは目印になるような

ものについては、今考えられますことは、既存の施設の中でどうやって対応して

いこうかということは、まず、取り組んでいくべきではないかと私自身は考えて

おります。 

 次に、地域包括ケアシステムの現状と進捗についてであります。 

 まず、本市の高齢化率は、昨年末で４６.６％に達し、全国平均を大きく上回

る水準となっております。 
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 ここで問題なのが、さらにこの６５歳以上の老年人口が、生産年齢人口を上回

る状況にあって、この人口構造の面からも厳しい局面、これを本市では迎えてお

ります。 

 加えて、令和７年４月１日、現在、独り暮らしの高齢者世帯は２,３８７世帯

と全世帯の２７％を占めております。これは全国平均の１６％、これを大きく上

回っております。高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる体制の確

保は非常に重要な課題であると認識しております。 

 このような中、超高齢社会に対応した安心できる生活を実現していくため、本

市では、尾鷲市高齢者保健福祉計画に掲げる様々な施策を推進しております。 

 まず、生活支援サービスといたしましては、社会福祉協議会と連携し、地域の

困り事を住民同士で支え合う仕組みである「助っと」による買物やごみ出しの支

援、また、地域との協議により、周辺市街地における買物支援バスの運行など、

日常生活を地域全体で支える体制の強化に努めております。 

 また、独り暮らしの高齢者を支える取組として実施しております食の自立支援

事業及び緊急通報装置貸与事業におきましては、栄養バランスの取れた食事の提

供と同時に安否確認を行うとともに、急病や災害等の緊急時に即応できる体制を

整備し、食生活の改善と不安の軽減につなげ、在宅での自立生活を支えておりま

す。 

 さらに心身機能の維持向上やフレイル予防、地域交流の促進を目的とし、介護

事業所や地区コミュニティーセンター等と連携しながら、社会参加につながる通

いの場の拡充を進めております。実施会場数の増加に伴いまして、参加数も着実

に増加傾向にあることから、一層の充実を図ってまいります。 

 医療と介護の連携体制の構築につきましては、紀北広域連合が主体となり、地

域の医療関係者と介護関係者の連携強化、これを目的に、カフェ方式による意見

交換の場づくりや身寄りのない人の入院、入所に関するガイドラインの作成を行

っております。 

 また、市民が自らの意思を尊重し、最期まで自分らしい生活を送れるよう、ど

のような医療介護を受けたいかを話し合う、いわゆるＡＣＰの普及啓発にも取り

組んでいるほか、医療介護における多職種間の情報連携をより円滑に行えるよう、

ＩＣＴ活用による連携強化についての検討を進めております。 

 今後につきましては、医療、介護ともに、生活支援を支える人材の確保やサー

ビス提供体制の維持が重要であると認識しており、様々な主体や関係団体も含め



－７６－ 

た体制づくりを進めながら、地域包括ケアシステムのさらなる深化を図り、高齢

者が安心して在宅生活を継続できるよう、環境の充実に努めてまいりたいと考え

ております。 

 以上、壇上からの御質問に対する回答とさせていただきます。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 

３番（野田憲司議員） ありがとうございます。 

 観光への取組、地域ブランディングについて、さらにお伺いしたいと思うんで

すが、先ほど視覚的アピール、熊野古道の路面標示シートが有効ということで御

答弁いただきましたけれども、実際にその道を歩いてみると、路面シートがある

こと自体がすごく分かりやすくて、ああ、熊野古道を歩いているんだという実感

にもつながりますし、すばらしいことだと思います。 

 ただ、北インター、南インター、下りて、まず目に入ってくるのが、「どうま

い尾鷲」という、実際今ある看板があるんですけれども、それをまた熊野古道を

アピールするような材料に、既存の設備をお使いになるのであれば、そういった

ところもまた変えていくとか、看板を使うとか、そういったところをぜひ前向き

に取り組んでいただくと、視覚的にもかなり強いアピールになるのではないかな

と思います。 

 それでは、市の中心部を紀勢道のサービスエリアにすることについて伺いたい

と思います。 

 以前の一般質問でもこのことについてはお伺いしましたが、私は、この市の中

心部、本気でこの中心部が、北インター、南インター間の国道４２号線沿いが、

サービスエリアに設定されればいいなと思っております。熊野古道観光の来訪者

の皆様に認知していただきたい、そういうふうに考えております。 

 そのためには、市長に国道４２号の魅力アップに尽力していただかなくてはな

りません。企業誘致や既存店舗へのアプローチ実績や今後の展望についてお聞か

せいただけますでしょうか。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） まず、国道４２号、こういう小さなまちにああいう道路が、要

するに維持できているというのは、私、すばらしいことだと思っているんですよ。

片側２車線、めったにないですよ。尾鷲外れたら、１車線ですよ、片側。こっち

のほう、北のほうに行ったら、１車線。特にこの尾鷲間の国道４２号の片側２車

線、すばらしい道路であり、それを何とか魅力アップできないかということも、
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十分やっぱり考えなきゃならないという認識です。 

 一方で、近畿自動車道の紀勢線、これが今、熊野市の大泊まで開通しておりま

す。本市の魅力がなければ、要するに北から南、すっと行っちゃうんですね。要

するに、いわゆるストロー効果につながってしまうことから、本市を訪れるきっ

かけの一つとして、尾鷲北インターと南インター間の国道４２号沿いの魅力アッ

プを図り、熊野古道観光の来訪者だけではなくて、広く紀伊半島を訪れる観光客

の皆様へアピールする必要はあると、もう常に考えております。 

 でも、現在、今、取組といたしましては、国道４２号沿いの企業誘致活動とい

うの、実績はありません。まだやっておりません。ただ、多くのお客様が集まる、

おわせお魚いちばのおとととか、あるいはイオン尾鷲店、これなどの既存店舗に

おいて、イベントポスターの掲示や観光パンフレットなどの設置を行っていると。 

 また、既存店舗の独自の取組といたしまして、地元産品の販売拡大とか、景品

を提供したり、そういう活用に取り組んでいただいているという話も耳にしてお

ります。 

 本市といたしましては、なお一層既存店舗との連携強化、そして民間団体等と

の連携による、例えば土井竹林などの既存資産の活用も行いながら、国道４２号

沿いの魅力アップを図り、本市への来訪者の増加につなげてまいりたい、このよ

うに考えております。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 

３番（野田憲司議員） 国道４２号線が４車線あるというのは本当にありがたい状況

ですし、熊野古道、世界遺産、今後認められればいいという、八鬼山荒神堂、そ

ういったところも国の史跡に指定されたというところをしっかり生かして、今、

積極的に取り組んでいただきたいなと思います。 

 続いて、エビの陸上養殖の進捗について伺います。 

 おわせＳＥＡモデル構想のうち、エビの陸上養殖が前向きに進行中とのことで

すが、その後、進展はいかがでしょうか。 

 世界遺産のまちで生産されたエビの料理が、観光の大きな集客コンテンツにな

ることは間違いありません。陸上養殖事業への収支状況は、現状いかがでしょう

か。この先の見通しについて、最新情報をお知らせください。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） この陸上養殖事業、バナメイエビの事業の企業誘致については、

所信表明に申し上げましたとおり、正直言って、それ以上の進展は今のところご
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ざいません。要するに、ＡＤジャパン株式会社において、資金調達に向けた出資

協議が今、鋭意進められておると。その辺の報告というのはまだ来ておりません。 

 この前も所信表明でも申し上げましたように、事業候補用地の土地所有者で、

中部電力との用地協議がずっと重ねられておりまして、一応、私としては、来年

度の工場建設に向けた準備が着々と続けられているんじゃなかろうかというよう

な、こういう認識でおります。 

 こういった中で、事業計画の具体化に向けた検討がこういうふうに進んでいる

中で、もう一つ大事なのは、将来的に、この自然に恵まれたこの尾鷲の地で、安

全安心かつおいしいエビが生産されることが期待されるとともに、工場だけ造っ

てもどうしようもないんですよね。工場を造って、そこへやっぱり人を呼び込む

というようなことをやっぱりやらなきゃならないと、私自身は思っているわけで

す。そのために、せんだって、ＡＤジャパンのトップ、リーさんというんですけ

れども、この方と直接お会いしたときに、やはり私はこのエビの生態を学ぶ見学

施設とか、あるいは新鮮なエビを使ったレストランとか、あるいはこのエビを直

接販売する直売店とか、そういったテーマ館を併設するよう提案しました。そう

した中で、トップからは、その意向があるということを、そういう御回答をいた

だいておりますので、まずはエビの、要するに陸上養殖をまず早く、建設工事に

入ると。それが進んで、稼働して、その後に、将来的にはそういうテーマ館を造

っていただいて、そして交流人口、集客人口が高まるような、そういうものを造

っていただきたいと。 

 何で私、これ、強調するかというと、実を言いますと、私が民間時代に、めん

たいパークというのを誘致したことがあるんですよ。それは明太子の工場で、要

するにテーマ館を造りながら、実を言いますと、茨城県の大洗とか、愛知県の空

港の中の近くの常滑とか、あるいは神戸の三田、こういったところでめんたいパ

ークを展開しているんですけれども、そのにぎわいは非常に大きく、大きなにぎ

わいを創出しておるということで、やはりそういうテーマ館ということを極力お

願いしているというのでございます。 

 さらに、地域資源の価値向上を図る、県の地域資源活用型産業、これに申請認

定を目指していることから、本市における観光面での大きな強みとして活用して、

集客交流人口の増加にしっかりとつなげてまいりたい、このように考えておりま

す。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 
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３番（野田憲司議員） 一市民としましても、このエビ養殖、あまりにも時間がかか

っているんじゃないかと、不安な気持ちもある中で、着実に進めていただいてい

ると思いますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

 続きまして、多目的スポーツフィールドの進捗について伺います。 

 多目的スポーツフィールドなど、スポーツ交流施設の整備が進んでおりますが、

こちらも、遊歩道に世界遺産熊野古道を感じさせる意匠や健康器具の設置、さら

にはサイクリング推進協議会への周遊促進とサイクリングの発着地点としての整

備など、熊野古道を盛り上げる施策など、そういったものは御用意ございません

でしょうか。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 現在、全体的に進めている１０万平米、詳しくは９万９,００

０平米、この国市浜公園、これについて、まず第一部に新野球場を完成させると。

若干遅れ気味なんですけれども、令和８年度から供用を開始しますけれども、引

き続き、その後、多目的スポーツフィールドを含む、この国市浜公園としての駐

車場とか、あるいは遊歩道とか、こういったものの整備を引き続いて行っていく

というところでございます。 

 特に本市のような平地の少ないところでは、まずやっぱり駐車場が少ないとい

うことを市民の皆さんからいろいろ聞かれております。どこへ行くにしても駐車

場がないと。少ないということとか。そして、新たに公園内に大きな駐車場が整

備されることから、要するに議員が御提案のように、公園内の広い駐車場を生か

しながら、サイクリングの発着場所とすることも十分可能であると考えておりま

す。 

 国市浜公園はスポーツ交流の拠点はもとより、イベントなど、人が集まる地域

活性化の拠点として活用が期待できる場所でありますから、遊歩道に関する衣装

の提案なども含めて、世界遺産熊野古道をアピールする場所として、多様な活用

方法を今後検討していきたい、このように考えております。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 

３番（野田憲司議員） ぜひよろしくお願いいたします。 

 私も中川に住んでいまして、ここがしっかり整備されると、家族で歩いて、散

歩行って、楽しい空間ができるんじゃないかと期待しております。 

 続きまして、三重県南部地域合同でのイベント開催について伺います。 

 先日、三重県知事と若手議員の意見交換会に参加し、熊野古道伊勢路全体に案
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内版を設置するなど、県主導の県南部のさらなる観光振興を要望してまいりまし

た。ツーデーウォークというすばらしいイベントを継続させつつも、伊勢路全踏

破のような県南部を巻き込んだ大きなイベントに発展させるようなことは難しい

でしょうか。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） まず、せんだって、一見知事と若手議員の意見交換の場へ御出

席いただいて、特にこの県主導による県南部のさらなる観光振興、これについて

御依頼いただきまして、本当にありがとうございます。 

 このおわせ海・山ツーデーウォークにつきましては、壇上でも述べさせていた

だきましたが、熊野古道が世界遺産に登録されてから、特にこの実行委員会の皆

様は、もうずっといろいろ創意工夫を凝らしていただきながら、本市にある馬越

峠、八鬼山峠、三木峠・羽後峠、そして曽根次郎坂・太郎坂、この４峠を核とし

ながら２０年にわたり実施してまいりました、本市独自の集客イベントがまずご

ざいます。このことから、引き続き本市独自のイベントとして、実行委員会の皆

様と共にさらなる磨き上げを行い、市内はもちろんのこと、全国各地から御参加

いただくイベントになるよう取り組んでいきたいと思っております。 

 なお、県において、議員がおっしゃったように、昨年度、熊野古道世界遺産登

録２０周年を記念して、伊勢神宮から熊野三山までの道中、県内でも伊勢市から

紀宝町までの多くの自治体が関係しているわけなんですけれども、まずその前に、

県において、この前、２０周年のときに、伊勢神宮から新宮の熊野速玉神社まで

歩く、熊野古道伊勢路踏破ウォークなどのイベントが開催されております。 

 この世界遺産に登録されたこの紀伊山地の霊場と参詣道については、壇上でも

申し上げさせていただきましたけれども、三重、和歌山、奈良、この３県にまた

がる遺産であって、特にこの伊勢路については、伊勢神宮から熊野三山までの道

中の中で、県内でも伊勢市から紀宝町まで、多くの自治体が関係しております。 

 このことから、関係市町による合同イベント開催というのは、非常にいい御提

案であると思いますけれども、これが本市から各市町に呼びかけてイベントを実

施していくのは、大変ハードルが私は高いと思っております。幾つの町と市があ

るのかというのは。たしか１６ぐらいあると思うんですよね。それを一応まとめ

上げてというのは。ここは、広域的な取組については、やはり県の主導にしてい

ただいて、それから実施していただくことが効果的であると考えておりますので、

そのためにもやはり私としては、県のほうに、特に観光部になると思うんですけ
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れども、提案してまいりたい、このように考えております。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 

３番（野田憲司議員） 三重県知事も、観光の予算をかなり増大させて取り組んでい

くというようなお話も聞けておりますので、尾鷲市のほうからも、こういった他

市町も含めた大きいイベントをぜひやっていただくように、県のほうに陳情等、

併せて進めていただければと思います。 

 次に、宿泊施設や二次交通など、インフラ整備についてお伺いします。 

 熊野古道伊勢路沿線には宿泊施設が非常に不足しており、ホテルなど、宿泊施

設の誘致には、地元自治体の協力が絶対に必要であると。また、峠コースのアク

セスには、二次交通の整備が脆弱であると感じます。解決に導く企業誘致のトッ

プセールスや二次交通を充実させる施策など、ございますでしょうか。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 議員も御指摘のとおり、尾鷲における宿泊施設、非常に不足し

ているという実感を得ています。 

 これ、何で不足しているのかというような話です。僕はやはり需要と供給とい

うのがあるんですよね。やっぱり人が集まれば集まるほど必ず泊まりますから、

いわゆる宿泊施設が多くできると。そういう意味合いも込めて、実を言いますと、

このおわせＳＥＡモデル構想の中で、市民や訪れた観光客が楽しめる場所、これ

をＳＥＡモデル構想で創出しているわけなんですけれども、宿泊施設、あるいは

アクティビティーなどの施設整備の検討は進めているものも、やはり先ほど申し

ましたように、需要と供給の中で、非常にいろんな交渉もしながらでも大変難し

い状況にあるんですけれども、一つにはやっぱり交流人口をいかにして高めるか、

これが一応、絶対大事だと思います。そうすると、必然的に宿泊施設の充実とい

うのは生まれてくるのではないかなと私は思っているんです。ですから、先ほど

申し上げましたような、バナメイエビの工場だけじゃなしに、テーマ館をあれし

て、そこへ人を呼びつけるような魅力というもので、そういう施設というのをや

はりきちんと引き続き交渉しながら進めていかなきゃならないと思っております。 

 しかし、やっぱりこの尾鷲でしか体験できない貴重な空間があるわけなんです

ね、尾鷲には。この時間の提供につながる施策、先ほども、これはいろんな施策

があると思います。いろいろとちょっと検討はしていきたいと思っております。 

 一方で、熊野古道の伊勢路は本市にとって重要な観光資源であるということは、

もう議員も私も思っております。 
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 そういった中で、このアクセスの話の中で、最寄りの駅とか、バス停から、峠

まで一定の距離があります。登り口から降り口を結ぶ公共交通の本数も限られる

ことなどから、議員御指摘のとおり、整備の重要性については、来訪者の利便性、

周遊性の向上の観点からも絶対重要であるという認識は持っております。 

 しかし、この二次交通利用の需要は、天候とか、季節、これによって変動する

こととか、あるいは継続的に運行体制を確保していかなきゃならない、こういう

課題があるわけなんです。 

 このようなことから、実を言いますと、昨年の１０月から１２月にかけて、県

が実証実験をして、馬越峠をはじめとする伊勢路の代表的な四つの峠において、

地域の交通事業者と連携しながら、ワンコインタクシー、あるいは臨時バスによ

って、乗り口から降り口、駅等を結ぶ二次交通サービスを実施されております。 

 実証実験は、移動時間の短縮や行程の選択肢を増やすといった古道客の多様な

ニーズに対応したことで、利用者から大変御好評をいただいたという報告を受け

ており、来年度も実施する予定であると伺っております。 

 今後もこのような取組を継続するとともに、ニーズや費用対効果、これを十分

検証しながら、より実効性のある施策を検討していきたい、このように考えてお

ります。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 

３番（野田憲司議員） 個人的には、以前、私自身も宿泊業に携わっていたものです

から、ホテルなんか来ても、コンテンツがしっかり足らないと、平日のオンハン

ドが取れなくて、運営に非常に困ると。その面では、青年の家とか、県主導で、

ＳＥＡモデルエリアにできたらいいななんて、希望的に思っております。 

 また、二次交通に関しても、ワンコインタクシーって非常に受け入れられやす

いと思いますので、そういったものが、実際お試しでやるのではなく、常に行わ

れるとか、あとは駐車場の整備、三重県知事もおっしゃっていましたけれども、

八鬼山とか、馬越も、尾鷲側にしっかりそういった駐車場を整備してはいかがか

というようなお声もありましたので、そういった面も進めていただきたいと思い

ます。 

 続きまして、東紀州振興公社や近隣自治体との連携、さらには民間事業者との

協働は、今後どのような連携強化や新たなプロジェクトをお考えでしょうか。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） まず、この東紀州地域、紀北町から紀宝町まで、２市３町、こ
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れについては、東紀州地域におけるこの観光推進については、当然県があります。

それで、東紀州の５市町がございます。あるいは商工会議所とか、商工会とか、

こういった関係の事業者が集まった、東紀州観光ＤＭＯ事業推進協議会、これが

一応中心なんですよね。ここにおいて、第２次東紀州地域観光推進計画を現在定

めておりまして、この基本理念としましては、「住む人も訪れる人も 地域の宝

を共に育み 輝く未来へ」と、こういう基本方針、基本理念を出しておりまして、

官民地域が一体となり、地域経済活性化のための柱の一つとして、戦略的に観光

振興に取り組んでまいりたいと。だから、要するに東紀州観光ＤＭＯ事業推進協

議会をどうやって動きを進めていくかということは、私、重要だと思います。特

にこのＤＭＯ事業というのは、これは大変難しい事業なんですけれども、これが

うまくいけば、東紀州地域は観光資源もたくさんありますから、うまく観光事業

として成り立つんじゃないかと、このように考えております。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 

３番（野田憲司議員） ありがとうございます。 

 東紀州振興公社のキャラクターで、尾鷲のキャラクターがないとか、少し寂し

い部分もありますけれども、しっかりと今後も意見のほうを言っていただいて、

この地域を盛り上げるための自治体との連携を進めていただきたいなと思います。 

 続きまして、熊野古道伊勢路の保全に関して、人材確保、資金調達の面から、

保全ツアー、寄附つきツアーも有効であると思います。保全人員の統括組織を構

築するなど、どのように熊野古道を維持していくのがいいのか、そのお考えをお

聞かせください。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） この熊野古道伊勢路の保全活動については、確かに高齢化に伴

っていろんなボランティアの人が少なくなったりして、日常的なボランティア団

体、こういった方々が中心になって保全活動をやっていただいているわけなんで

すけれども、ほかにも、さっき壇上で申し上げましたとおり、このツーデーウォ

ークの開催のとき、いろんな道を整備したり、橋が壊れていたらちょっと直して

もらうとかといった修繕していただいて、そういう保全活動もきちんとやってい

ただいているわけなんですね。また、市も協力しながら、県の古道サポーターズ

クラブというのによる保全活動があったり、あるいは熊野古道センターによる道

普請体験、こういったことなどが行われているほか、尾鷲観光物産協会が企画し

た道普請ツアーによる保全活動、こういったものが現在行われていると。さらに、
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古道を歩くことが保全につながることを考えれば、東紀州地域振興公社の熊野古

道語り部友の会というのがございますが、それによる語り部養成研修、こういっ

たことなどの地道な人材育成による保全活動も行われているというのが今の現状

でございます。 

 また、この保全活動の支援といたしましては、この振興公社が保全団体に対し

て年間１０万円、これを上限とした助成を行っているほか、本市においても熊野

古道保全活動支援手数料、これを本年度より予算化しまして、保全活動に活用い

ただいていると。 

 この熊野古道を世界遺産として評価されたときには、確かに地域に埋もれた熊

野古道の価値に地域住民がそれぞれ気づいていただいて、道を発掘し、守り伝え

てきた草の根的な保全活動が大きく評価された経緯がございます。 

 でも、現実的には、現状においてはこの少子高齢化、人口減少等によって、こ

れまでの保全活動に携わってこられたボランティア団体の方が、年齢とか、そう

いったことで縮小しておりまして、熊野古道に関わる全ての市町において、要す

るにこういう課題が出ているということになっています。 

 引き続き、県とか、あるいは関係市町と協力しながら、市としてできる支援、

そして、従来の保全活動を補完する取組、こういったものを創出するなど、検討

はしていきたいと思っております。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 

３番（野田憲司議員） 統括組織を構築するとか、保全に関しては、本当に前向きに、

もっとアグレッシブに取り組んでいただけたらと思います。 

 三重県や市町、ＤＭＯが連携して、熊野古道サポーターズクラブや保全体験ツ

アー、語り部ガイド育成など、多角的なアプローチを進めていただいております

が、本市として、ボランティア依存からの脱却はまだまだ道半ばのように映りま

す。人材面、資金面からも、熊野古道伊勢路をみんなで守る意識を広げて、持続

性を持たせるためのリーダーシップを今後とも期待いたします。 

 次に、二つ目に伺った、超高齢社会の本格化に対応した安心できる生活の実現

について、さらにお伺いいたします。 

 介護サービスと生活支援の確保についてでございます。 

 独り暮らしの高齢者増加に伴い、通院、買物支援、見守りのニーズが高まって

おります。移動手段確保、閉じ籠もりの予防の取組、身寄りのない人の入院、入

所に関するガイドラインの運用状況について、現状と今後の課題についてお聞か
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せください。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） それでは、お答えいたします。 

 まず、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送り、社会参加を継続する上

で、やはりこの移動手段の確保というものは大変重要であると思っております。

昨日の中村議員の御質問に対しても、同じような答弁をさせていただいたわけな

んですけれども、これまで本市では、先ほども述べましたように、住民同士の支

え合い、これの仕組みである「助っと」というのがあるんですね。これによる買

物支援や周辺市街地において「買い物支援バス」、これを運行するなどして、日

常生活を地域全体で支える体制の強化に努めております。 

 また、この公共交通機関の利用が困難な要介護者などの方々に対しましては、

ＮＰＯ法人や社会福祉協議会などが有償で運送する福祉有償運送、こういったも

のが実施されているというところでございます。 

 一方で、この介護保険制度において、訪問介護による通院等乗降介助などが提

供されておりますが、その利用が要介護者に限定されている。そういったことか

ら、多様な移動のニーズに既存の公的サービスだけでは十分に対応することがで

きないという課題も、だんだんだんだんと顕在化してきたというところでござい

ます。 

 今後につきましては、公共交通をはじめ、介護保険サービスや福祉有償運送等

の地域資源を有効に活用するとともに、関係団体とも緊密な連携を図りながら、

高齢者の社会参加を支える持続可能な移動支援の在り方について検討してまいり

たいと。 

 この閉じ籠もり予防についてなんですけれども、高齢者が社会とのつながりを

失い、自宅に閉じ籠もる。これはやはり心身機能の低下、これをまず招きます。

そして、要介護状態へと進行する、この大きな要因になると考えられておりまし

て、身近な地域において気軽に参加できる居場所づくりとか、通いの場、これを

充実することは、介護予防を推進する上で大変重要なことであると認識している

わけです。 

 そのために、本市として、市内の２８か所において、地域住民やボランティア

団体と連携した、例えばストレッチとか、脳トレとか、あるいは介護予防教室を

実施しておりまして、昨年度は何と、延べにおきまして、９,２８３名の方々が

御参加いただいております。こうした通いの場は、単なる運動の場にとどまらず、
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孤立の防止や生きがいの創出につながる大切な基盤であると、このように考えて

おります。 

 一方、課題といたしましては、参加者が固定化したりしているんですよね。そ

れで、また、既に閉じ籠もり傾向にある方への参加促進、これを促さなきゃなら

ないと思っています。このため、参加率の低い、特に男性なんですけど、この男

性を対象にした通いの場の開催とか、プログラム内容の多様化を図るとともに、

地域包括支援センター等の関係機関と連携しながら、支援を必要とする方を早期

に把握しながら、適切な介護予防事業へとつなげるための体制の強化に取り組ん

でおります。 

 今後におきましても、高齢者の皆様が地域の中で役割を持ちながら生き生きと

元気に活動できる、そういう環境づくりを一層推進していきたいと思っておりま

す。 

 身寄りのない人の入院、入所に関するガイドラインの運用状況につきましては、

担当課長のほうから説明いたさせます。 

議長（小川公明議員） 福祉保健課長。 

福祉保健課長（山口修史君） それでは、身寄りのない人の入院、入所に関するガイ

ドラインの運用状況について御説明いたします。 

 本ガイドラインは、身寄りのない高齢者の入院や施設入所等のときに生じる

様々な課題に対し、現場の混乱を軽減することを目的に、紀北広域連合が主体と

なり策定しており、医療、介護の各現場や行政機関への聞き取りを経て、判断の

目安となるフローチャートなどを盛り込んだ構成となっております。 

 現在の運用状況といたしましては、各関係機関において、支援の方向性を検討

する際の一つの参照指針として活用が図られているものとなっております。 

 現場からは、一定の手順が示されたことで、対応の検討が進めやすくなったと

いった意見があり、有効活用していただいておりますが、中には、あくまで基本

指針であるため、ガイドラインの項目のみでは対応が難しいケースがあるといっ

た御意見もいただいております。 

 今後はこうした現場での具体的な意見や事例を丁寧に酌み取りながら、関係機

関と共に、必要に応じてガイドラインの更新を図るなど、より現場の状況に即し

た使い勝手のよい手引となるよう取り組んでまいります。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 

３番（野田憲司議員） ありがとうございます。 
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 通いの場にもう９,０００名以上の方が通っていらっしゃるということで、さ

らにはそういった男性の方、参加を促進していただけるよう進めていただきたい。

なかなか車で迎えに来てもらえる、それぐらいまでないと、そういったところに

参加できない、そういった方も多いと思いますけれども、前向きにどんどん進め

ていただきたいと思います。 

 次に、ＡＣＰの住民への周知状況と、身寄りのない高齢者の相談体制について

お聞かせください。 

議長（小川公明議員） 福祉保健課長。 

福祉保健課長（山口修史君） それでは、ＡＣＰの周知状況と、身寄りのない高齢者

の相談体制について御説明いたします。 

 ＡＣＰとは、アドバンスケアプランニングの略称で、将来のもしものときに備

え、本人が望む医療やケアについて家族や医療ケアスタッフと繰り返し話し合い、

共有する取組であり、本人の意思を尊重した支援を行う上で非常に重要であると

考えております。 

 普及啓発につきましては、紀北広域連合が主体となり、地域住民の皆さんが集

まる場へ直接出向く出前講座、これや居宅介護支援専門員を対象とした会議等の

場において、ＡＣＰの考え方や話合いのきっかけづくりを提供しております。 

 ＡＣＰは一度きりの話合いで完結するものではなく、心身の状態や環境の変化

に応じて繰り返し行われることが重要であることから、講座を継続的に行うなど、

今後においても、実施主体である紀北広域連合に協力、連携してまいりたいと考

えております。 

 次に、身寄りのない高齢者の相談体制につきましては、本市においては、尾鷲

市社会福祉協議会内にある地域包括支援センター、こちらが総合相談事業として、

高齢者に関する各種相談に対応しております。 

 近年、総合相談件数は増加傾向にあり、その内容も複雑かつ多様化している状

況にございます。 

 こうした中、配偶者や子、親族がいない場合のみならず、実子や親族が存在し

ていても、関係が疎遠で実質的に頼れる親族がいないといった状況も見受けられ

ます。身寄りのない高齢者が増加することにより、在宅生活を継続するために必

要な見守りや日常支援の確保、また、医療機関や介護施設への入退院等の手続を

担う方がいないといった課題が顕在化しております。 

 地域包括支援センターでは、本人はもとより、民生委員や地域住民、関係機関
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からの相談を受け、訪問等により状況把握を行い、課題の分析と支援方針の整理

を行った上で、関係機関と連携しながら必要な支援につなげております。 

 以上でございます。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 

３番（野田憲司議員） 包括支援センターも含めて、相談すれば、前向きに相談して

くださる、ＡＣＰについても考える機会ができる、そういった尾鷲市であります

ので、ぜひこの機会にもさらに周知を進めていただきたいと思います。 

 次に、日常生活自立支援事業、成年後見制度の市民への周知状況についてお聞

かせください。 

議長（小川公明議員） 福祉保健課長。 

福祉保健課長（山口修史君） それでは、説明いたします。 

 日常生活自立支援事業につきましては、認知症や障がい等により判断能力が十

分でない方が住み慣れた地域において自立した生活を継続できるよう、福祉サー

ビスの利用援助や日常的な金銭管理支援等を行うもので、本事業の実施主体は、

市民の皆様に身近な相談窓口として、尾鷲市社会福祉協議会内にある「おわせ生

活サポートセンター クローバー」が担い、専門員による相談対応や支援計画の

策定等を実施しております。 

 この周知啓発につきましては、広報おわせへの掲載やパンフレットの配布に加

え、地域包括支援センター、民生委員、医療機関など、関係機関との連携を密に

し、支援を必要とする方を早期に把握し、適切な利用へとつなげる体制が構築さ

れています。 

 次に、成年後見制度につきましては、本市では、成年後見制度利用促進基本計

画に基づき、成年後見制度の利用を必要とする方が、尊厳を保持しながら、本人

らしい生活を継続できるよう、地域連携による支援体制の構築を進め、成年後見

制度の利用促進に取り組んでおります。 

 地域の権利支援に係る中核機関としての機能を持つ「尾鷲市成年後見支援セン

ター」を尾鷲市社会福祉協議会内に設置するとともに、当センターによる相談機

能の強化や広報活動の充実を図るなど、権利擁護の拠点として必要な支援を行っ

ております。 

 市民の皆さんへの周知につきましては、広報おわせへの定期的な記事掲載に加

え、昨年には、成年後見制度の仕組みや相談窓口を分かりやすく解説した市民向

けパンフレットを作成し、制度の理解促進と相談機会の確保に努めております。 
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 さらに、関係者相互の円滑な連携を図るため、具体的な相談の流れを整理した

「成年後見制度活用ガイドライン」、こちらを策定するなど、より実効性の高い

支援体制の構築にも取り組んでおります。 

 以上でございます。 

議長（小川公明議員） ３番、野田議員。 

３番（野田憲司議員） 実際に成年後見制度の理解不足により、後見人が葬儀や遺産

の処理までしてくれるのではないかと誤解している方も多く見られるようです。

この際に、市民の皆様も後見人のこと、ＡＣＰも含めて、実際自分がそのときに

なる前にしっかり見詰めていただければと思います。 

 今後も、尾鷲市は高齢化が進んでいきます。住み慣れた地域で最後まで安心し

て生活できるよう、近隣市町の連携も見据えた人材の確保と、財源の確保をお願

いいたします。 

 以上で、今回の一般質問を終わります。 

議長（小川公明議員） ここで休憩をいたします。再開は１１時２５分からといたし

ます。 

〔休憩 午前１１時１２分〕 

〔再開 午前１１時２４分〕 

議長（小川公明議員） 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 次に、６番、中井勇気委員。 

〔６番（中井勇気議員）登壇〕 

６番（中井勇気議員） 皆様、こんにちは。 

 議長のお許しをいただきましたので、通告に基づき、一般質問をさせていただ

きます。 

 先月は、尾鷲の季節の節目を感じさせるヤーヤ祭りやハラソ祭りが開催され、

市内は大いににぎわいと活気に包まれました。 

 一方で、古江町では約１３０年続いてきたギッチョ祭りが、担い手不足により、

今年で最後を迎えました。地域の誇りとして受け継がれてきた伝統が幕を閉じる

現実に触れ、何を残し、何を変え、次の世代に何を手渡していくのか、改めて深

く考えさせられたところであります。 

 また、本定例会に上程されている当初予算は、本市の今後の方向性を示す、極

めて重要なものであると受け止めております。私自身、議員として初めて当初予

算を詳細に確認させていただく中で、市政運営が単年度の積み重ねであると同時
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に、５年先、１０年先、さらにはその先を見据えた意思の表れであることを改め

て実感しているところです。 

 市長におかれましては、４年間の任期という時間軸だけでなく、本市の将来を

見据えた長期的な視点の下で、かじ取りをされているものと受け止めております。

その大きな方向性を現実のものにしていくためには、目の前にある個別の課題を

一つ一つ着実に解決していく積み重ねこそが重要であり、まさに今の判断や対応

が、１０年後、２０年後の地域の姿を形づくっていくものと考えております。 

 そうした認識の下、地域の安全、資源の維持活用、そして暮らしの基盤に関わ

る具体的な課題について、以下４点お伺いいたします。 

 今回は、通信衛星機器、三木里海岸松枯れ、森林経営と木材供給政策、所有者

不明、相続放棄空き家への対応の方向性について、以上４題について質問させて

いただきます。 

 まず、通信衛星機器についてです。 

 近年、地震や津波、豪雨などの大規模災害時において、携帯電話網や固定回線

が長時間途絶する事例が全国で発生しており、避難所や災害対策本部間の情報共

有、住民への情報発信、医療や物資支援の調整など、通信確保が初動対応の成否

を左右すると言われています。 

 本市においても、ワイドスター等の衛星通信機器を保有していると伺っており

ますが、県が所管する衛星インターネットや民間通信手段の活用も含め、多層的

な通信確保体制を構築していくことが重要であると考えます。 

 そこでまず、本市の衛星通信体制の現状について伺います。 

 ワイドスター等の衛星電話の保有状況及び配備の考え方、あわせて、衛星イン

ターネットの活用を含めた今後の通信確保の方向性についてお答えください。 

 次に、三木里海岸の松林についてお伺いいたします。 

 海岸林は、防風、防砂、防潮など、地域の安全を支える重要なインフラであり、

松くい虫被害は、全国的にも最大の森林病害虫とされています。 

 近年は、被害量が再び増加傾向にある中、各自治体では、伐倒駆除、薬剤散布、

樹種転換などを組み合わせた対策が進められております。 

 三木里海岸の松林も、防風林として地域の生活環境を守るとともに、景観や文

化的価値の面でも重要な役割を果たしてきましたが、松くい虫被害の進行により、

枯死木が増加し、防災機能の低下や安全面への懸念が生じております。松林は、

一度機能が低下すると、回復までに長時間を要するため、単なる維持管理ではな
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く、将来を見据えた計画的な対応が重要であると考えます。 

 そこで、市として、三木里海岸の松林を、防災、景観、地域資源としてどのよ

うに位置づけ、今後どのような将来像を描いていくのか。基本的な認識と中長期

的な方針についてお伺いいたします。 

 次に、森林経営と木材供給政策の方向性についてです。 

 まず、大きな背景認識について伺います。 

 我が国の林業は、戦後の拡大造林によって森林資源が充実期を迎える一方で、

木材価格の低迷や再造林コストの増大により、資源量は豊富であるにもかかわら

ず、収益化が難しい構造にあると言われています。 

 さらに、近年は、カーボンニュートラル政策の下で、森林は資源と二酸化炭素

吸収減という二つの役割を同時に担う存在として位置づけられています。 

 こうした状況の中で、豊富な森林資源を有する本市が森林政策をどのような方

向性で進めていくのかは、地域経済と環境政策の両面から極めて重要であると考

えます。 

 そこでまず、市の森林政策の根幹となる市有林の役割と今後の位置づけについ

て伺います。 

 また、森林政策は、今後、環境政策としての森林、産業政策としての森林、そ

して財政負担を抑制する経営という三つの視点のうち、どの軸を主に据えて展開

していくのか。中長期的なビジョンについて、市のお考えをお示しください。 

 次に、所有者不明、相続放棄空き家への対応の方向性についてです。 

 近年、全国的に空き家が増加する中、とりわけ、所有者不明や相続放棄により

管理主体が存在しない空き家が地域の安全や生活環境に深刻な影響を及ぼしてい

ます。 

 本市においても、相続人が不明または多数に分散している、相続放棄により管

理責任が宙に浮いている、老朽化により危険性が高まっているといった事例が現

実に発生しており、従来の所有者責任を前提とした空き家対策だけでは対応が難

しい局面に入っていると考えます。 

 今後は、行政が関与せざるを得ない空き家、そして地域の安全確保の観点から、

早期介入が必要な空き家を明確に位置づけ、所有者不明、相続放棄空き家への対

応方針を整理する段階に来ているのではないでしょうか。 

 そこで伺います。 

 本市における所有者不明、相続放棄空き家の現状認識と今後の対応の基本的な
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方向性についてお考えをお聞かせください。 

 以上が壇上での質問になります。御答弁のほどよろしくお願いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

〔市長（加藤千速君）登壇〕 

市長（加藤千速君） それでは、中井議員の御質問に対しまして、順次お答え申し上

げます。 

 まず、通信衛星機器についてであります。 

 さきの中村議員の御質問でもお答えいたしましたように、災害時の通信確保は、

防災・減災対策の最たるものであり、まさに命に直結する問題であると認識して

おります。 

 本市の通信手段としての衛星通信機器の保有状況といたしましては、発災時、

地上の通信インフラが断絶された場合に、県や消防、警察、医療機関、国など、

各行政機関との通信手段を確保するため、地上系及び衛星系無線で通信すること

ができる三重県防災通信ネットワークに接続する機器があり、議員おっしゃる衛

星電話につきましても、持ち運び可能な衛星電話を保有しております。 

 いずれも主に災害対策本部などで各行政機関や各関係機関との迅速な連絡手段

としての運用を目的に、発災直後の地上通信インフラの断絶を想定して配備いた

しております。 

 また、衛星インターネットの活用を含めた通信確保の可能性につきましては、

発災直後の情報空白をいかに避けるかが、それだけではなくて、業務継続におけ

る通信確保はできるのか、あるいは避難所運営における通信環境の充実ができる

のか、これらの観点においても検討し、既存のものとの連携や導入コスト、運用

体制、設置場所などの課題を整理しながら、多層的で強靱な通信体制、これを構

築してまいりたいと考えております。 

 次に、三木里海岸松枯れについてであります。 

 白砂青松の言葉のとおり、三木里海岸における松林は、その景観を代表する重

要な資源であると考えております。 

 一方で、三木里海岸は、県の所管であり、現在の松林については、天然記念物

指定されたものを除いて、ほとんどが海岸整備に伴う景観づくりのために植樹さ

れたものであることから、防風、防砂機能を主眼としたものではないと思われま

す。 

 三木里海岸松林の中長期的な方針につきましては、平成１５年に三重県、和歌
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山県において三木里海岸を含めた「熊野灘沿岸海岸保全基本計画」、これが策定

されておりまして、この計画を達成するための施策として、海岸の自然地形、自

然景観の保全と復元が掲げられていることから、こうした計画と協調しつつ、三

木里海岸の白砂青松の景観の維持に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、市の森林政策の根幹となる市有林の役割と位置づけ、中長期的なビジョ

ンについてでありますが、市有林は、「尾鷲市森林経営計画」により、森林の持

つ多面的機能や公益的機能を維持、発揮するための林齢構成の平準化、従来の長

伐期施業に加え、短伐期施業も促進しながら、市場への安定供給を図っていくな

どの役割を定めております。 

 また、今後の森林施策について、環境面、産業面、さらには財政負担など、ど

のような政策を主軸にするのかという点につきましては、これらは総合的なバラ

ンスを取っていくことが重要であると思っております。 

 一方、現在、本市が企業などとネイチャーポジティブやカーボンニュートラル

の展開を進めておりますのは、第一次産業の再興を目的としており、この目的は、

令和３年１２月の本プロジェクトの開始以来、一貫して変わってはおりません。 

 しかしながら、林業におきましては、従来の手法だけでは再考はできないと考

えております。現在策定中の尾鷲市森林ゾーニングマップ、この分析による企業

等との森林整備を通じて、本市での森林に新しい価値を創出し、山林所有者や林

業関係事業者が収益に変えていくための仕組みづくりを行政として懸命に行って

いるところであります。 

 最後に、所有者不明の空き家対策についてであります。 

 本市では、人口減少による空き家の増加に伴い、所有者が亡くなっている場合

や遠方に居住している場合など、管理が不十分となるケースが多く発生しており

ます。 

 そのような中、放置された空き家が危険な状態となり、近隣住民に危害を及ぼ

す可能性がある場合など、早急な対応が必要と判断した場合には、所有者を調査

し、対応を依頼しております。 

 しかし、所有者を特定するに当たり、議員御指摘のとおり、相続人が全て相続

放棄されているなど、所有者が不存在となり、対応が困難な空き家も発生してき

ております。 

 このような空き家に対しては、所有者による対応が不可能であるため、現状で

は、道路の通行の安全を確保するなど、公共的な観点においての対策を基本とし
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て考えております。 

 今後におきましても、様々な法制度の活用の可能性、あるいは国の補助制度の

動向などを注視しながら、市の財政的負担が軽減される対策を検討していく必要

があると考えております。 

 以上、壇上からの御質問に対する回答とさせていただきます。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） それでは、まず、通信衛星機器についての現状の具体的な体

制について、もう少し詳細に確認させていただきます。 

 ワイドスター等の衛星電話の具体的な台数及び配備場所、あわせて、衛星イン

ターネット機器の保有状況についてお示しください。 

 また、災害時に通信確保の拠点として想定されている施設がどこであるのか。

さらに、住民に対する周知や情報公開が現在どのように行われているのかについ

てもお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） それでは、お答えいたします。 

 まず、この衛星電話、これは、本市防災センターに２台、そして尾鷲総合病院

に１台、尾鷲消防署に１台、尾鷲消防署輪内出張所に１台、合計５台を配備して

おります。 

 次に、衛星インターネット機器の保有状況ですが、三重県防災通信ネットワー

クについて申し上げましたけれども、ネットワークにて、映像、音声とパソコン

を介して各行政機関の相互通信が可能となっておりますが、これは一般のインタ

ーネットには接続しておりません。 

 続きまして、どの拠点で通信が確保されているのかにつきましては、エリアワ

ンセグシステムの無線ネットワークを活用し、孤立が懸念される地域とか、音声

による通信ができるＩＰ電話、これを市内５８施設に８３台配備しております。 

 次に、市民の皆様が利用できるものとしまして、市内２７か所の避難所に配備

しております、停電時においても使用できる災害時用特設公衆電話、あるいは避

難所Ｗｉ－Ｆｉなどがございます。 

 そして、これらの状況につきましては、市民の皆様を対象に、防災講話や避難

所運営マニュアルの作成時、住民主導型避難体制確立事業の中で行うワークショ

ップ、そして各学校での防災学習など、地域の皆様と対話する場面において、こ

のＩＰ電話や災害用特設公衆電話について周知いたしております。 
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 以上でございます。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） 現状については理解いたしました。 

 この台数であれば、通信、あるということだけではなくて、使い方に対して明

確でなければ、実際の初動では機能しない可能性もあると感じております。そう

いった意味で、体制の見える化だったり、運用の具体性が今後重要であるとは考

えているんですけれども、そこで次に、県との連携体制について伺います。 

 スターリンクについては、先ほど、県民局が２台所有しているとのことで、災

害時に県民局から本市へ機器が配備される場合の手順とリードタイム、また、配

備の優先順位の考え方について、お考えがあればお示しください。 

 また、平時における共同訓練の実施状況や事前配備の可能性、さらには本市へ

の常設または優先配備について検討がなされているのかについても、改めてお伺

いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） まず、ちょっとこの件について御理解いただきたいんですけれ

ども、県で保有しております、この衛星インターネットの機器でございますけれ

ども、これは貸し出すものではないんです。発災時において、本市であれば、三

重県尾鷲庁舎、ございます。その屋上への設置を目的として配備されているもの

だ、そのように県のほうからお聞きしております。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） 貸し出すことができないということなんですけれども、そう

した観点から、今後の衛星通信ネットワークについては、今後、重要になってく

るとは思うんですけれども、近年、衛星インターネットは、低コストで待機状態

を維持できる運用も可能となっておりまして、可搬型として整備することで、費

用を抑えながら、通信の冗長化を図ることができると考えます。 

 そこで、衛星インターネットを可搬型として段階的に導入していく考えがある

のか、また、スタンバイ運用など、低コスト維持を前提とした整備の可能性につ

いて、市の考えをお示しください。 

 あわせて、既存のワイドスターとの役割分担をどのように整理していくのかに

ついても、お考えがあればお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 議員御提案の衛星インターネットの導入についてなんですけれ
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ども、設置箇所、あるいは用途によって、可搬型か、あるいは据付け型か、既存

のものとの連携など、こういったものと共に、防災センターや避難所に段階的、

個別的に導入していくことも含めて、これらを包括的に今、検討しております。 

 そして、この衛星インターネット、例えばスターリンクにつきましては、現状

では、法人向けプランの中に３倍モードというものがあるんですけど、その運用

はないものと聞いておりますので、このため、全台、あるいは少なくとも数台は

契約を継続しながらの配備となると思います。したがいまして、議員のおっしゃ

るように、コストを最低限に抑えながら、費用と効果、これを両立すべく、最善

の運用方法を検討したい、このように考えております。 

 また、衛星電話との役割分担ということですが、発災直後に地上通信インフラ

がどんな状況であっても、確実に一対一で意思疎通ができることが衛星電話の大

きなメリットなんですけれども、この衛星インターネットの利用につきましては、

複数の同時接続も可能であり、圧倒的にできることの幅が広がると考えており、

発災直後のみでなくて、要するに業務継続、あるいは避難所の運営などにも多層

的な対策として非常に有効であると考えておりますので、この件については前向

きに進めていきたい、このように思っております。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） 前向きな検討をよろしくお願いいたします。 

 通信の確保は、単独手段ではなく、重ね合わせによって評価されるものです。

音声通話中心の衛星電話とデータ通信が可能な衛星インターネットは性格が異な

るので、その特性を踏まえた役割分担を整理し、段階的に冗長化を図っていくこ

とが、結果として、費用対効果の高い備えにつながるのではないかと考えます。 

 最後に、まとめとして改めてお聞きいたします。 

 災害時の通信は、住民の命に直結する基盤であり、現状の体制を可視化した上

で、県や民間との連携を含めた通信の冗長化が必要であると考えます。 

 本市として、発災後の初動７２時間を想定した通信確保体制をどのように構築

していくのか。改めて市の見解をお聞きいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 当然のことなので、３日間、初動７２時間、まず、あらゆる通

信インフラが断絶している。こういうことを想定の下にどうするかというような

話。そういった場合に、衛星携帯電話や独自の通信インフラであるエリアワンセ

グシステムのネットワークなど、既存のものと、新たに活用が広がってきたスタ
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ーリンクなどの衛星通信網、それらをどのように接続させ、活用し、新たな防災

ネットワーク網を構築すればよいか。それによって、各行政機関、あるいは市民

の皆様の視点から、発災直後はもとより、業務継続とか、あるいは避難所運営に

どのように最大限活用できるのか。各関係機関とも十分協議しながら、引き続き

検討してまいりたい、このように考えております。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） よろしくお願いします。 

 災害対応のみならず、今後は、行政のデジタル化が進展していくことが見込ま

れる中で、平時における業務継続や遠隔対応、実証的な活用など、行政運営の基

盤としての側面も持つようになっていくと考えられます。防災とデジタル化を一

体的に平時から活用しながら備えるという視点で整備を進めることが、本市の災

害に強い体制づくりと行政ＤＸの双方に資するのではないかと私も考えています

ので、前向きな検討のほどをよろしくお願いいたします。 

 次の質問に移ります。 

 三木里海岸の松林の現状と今後の方向性について、もう少し具体的に確認させ

ていただきます。 

 まず、現状把握についてお伺いいたします。 

 三木里海岸における松枯れの被害状況について、本数や被害面積、進行度をど

のように把握されているのか、お示しください。 

 あわせて、松林の所有区分及び管理主体が、市、県など、どのように整理され

ているのか。防風、防砂機能の観点から、現状をどのように評価しているのかに

ついてもお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） まず、冒頭に、もう非常に縦社会で大変になっているというこ

とを、まず頭の中に入れておいてください。 

 この件については、松枯れの被害状況についてでありますけれども、現時点で、

海岸一帯の松に関する悉皆調査等の実施がないことから、詳細な実態は確認でき

ておりませんけれども、目視による確認では、枯死、もしくは著しく衰弱した松

２７本を確認しております。なお、市の天然記念物に指定されている松について

は調査を行っていることから、後ほど、具体的に担当の生涯学習課長から説明さ

せていただきたいと思っております。 

 次に、この松の管理区分についてでありますけれども、市の天然記念物に指定
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されているものは、先ほど申しましたように、教育委員会管理でございます。こ

れの松以外は、北輪内センター敷地内の松について、これは市民サービス課です。

普通財産である土地に生える松については財政課が管理しており、また、県によ

る海岸整備に伴い植樹された松については建設課が県により委託を受け、維持管

理を行っております。 

 このように、管理が大変複数の課に及ぶことから、今後、三木里海岸の松林に

ついては、北輪内センター、これを窓口にしなさいと。そこで相談してください

ということで、進めていきたいと思っております。所管の担当に取り次がせてい

ただいて、そしてその中から所管の担当に取り次がせていただいて、しかるべき

対応を図ってまいりたいと思っております。 

 なお、現在の松林については、主に県の海岸整備に伴う景観づくりの観点から

植樹されたものでありますので、この詳細は生涯学習課長、建設課長、それぞれ

説明させていただきたいと思っております。 

議長（小川公明議員） 生涯学習課長。 

教育委員会生涯学習課長（世古基次君） それでは、説明いたします。 

 市の天然記念物に指定されております松につきましては、令和６年１２月、当

時１４本の指定の松につきまして、樹木医による調査を行い、２本の枯死と６本

の衰弱を確認しております。このうち、特に危険性の高い枯死した松と著しく衰

弱した松につきまして、今年度において、３本伐採を行い、現在１１本が残って

おります。なお、これら１１本の松につきましても、今年度、急速な衰弱の進行

が見られたことから、令和８年度当初におきまして、樹木医等による現状把握の

ための調査を改めて実施いたしまして、その結果に基づく衰弱防止対策や危険性

除去等について、必要な対策を図っていく予定でございます。 

 説明は以上でございます。 

議長（小川公明議員） 建設課長。 

建設課長（塩津敦史君） それでは、防風、防砂機能の観点からの現状把握について

説明させていただきます。 

 三木里海岸の所管は三重県であることから、平成８年から平成１２年にかけて

の海岸環境整備事業をはじめとして、県による環境整備が過去に幾度となく行わ

れております。 

 その事業の目的の一つとして、海岸の緑の創出が掲げられており、三木里海岸

の背後には、紀州藩第５代藩主・徳川吉宗公が移殖した黒松林があることから、
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自然景観との調和を考慮し、黒松を含めた樹木の植栽が行われております。これ

は先ほど市長がお答えしたとおり、周囲の自然環境との調和を考慮したもので、

防風、防砂機能を目的としたものではないと考えられております。本来の防風、

防砂林であれば、保安林としての指定がなされますが、県に確認しましたところ、

そうした指定もなされていないのが現状でございます。 

 説明は以上です。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） 現状の把握状況及び機能面の評価について、大変理解できま

した。 

 その上で、目視であったり、そういう現状認識が適切であるかどうかは、これ

までの取組の成果をどのように検証してきたのかにも大きく関わってくると考え

ています。 

 そこで、これまでの対策の検証についてです。 

 これまで実施してきた伐倒駆除や薬剤散布、調査などの具体的な、改めてです

けれども、対策の内容と実施年度、その効果をどのような方法で検証し、どのよ

うに評価しているのかをお示しください。 

 また、天然記念物に指定されている松の管理方針及び保存の考え方についても

併せてお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） それでは、お答えいたします。 

 これまでの対策と効果検証等についてでありますけれども、まず、近年の対策

につきましては、主に危険木等の伐採が行われておりまして、天然記念物に指定

されている以外の松においては、令和７年度には４本を伐採するなど、令和４年

度以降、毎年数本の伐採が行われていると。こうした危険木の伐採等については、

速やかに切除することをもって完了しております。 

 なお、過去に行われた薬剤注入における衰弱防止等の取組につきましては、直

近では、平成２５年度から２７年度まで行われた実績がありますが、その後の効

果検証につきましては、目視や樹木医による調査等で経過観察を行っているのが

現状でございます。 

 次に、この天然記念指定木の管理方針と保存の考え方につきましては、担当の

生涯学習課長より説明いたさせます。 

議長（小川公明議員） 生涯学習課長。 
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教育委員会生涯学習課長（世古基次君） それでは、御説明いたします。 

 天然記念物の指定につきましては、江戸期において、紀州藩の命により防風林

等として植樹されたとされる松につきまして、その歴史的意義も含めた形で、昭

和４８年に天然記念物に指定されたものでございます。そのため、指定としては

一代限りのものとなることから、保存の考え方といたしましては、可能な限り現

状維持を図ることが基本となりつつ、枯死や空洞化等に伴う危険除去のための切

除処理等の安全管理対策を行うこととなります。 

 これまで、不定期ではございますが、松の状況に応じて、教育委員会と関係課

が連携を図り、衰弱防止対策や危険木の伐採を行ってまいりました。 

 衰弱防止の取組につきましては、直近では、先ほど市長がお答えしたとおり、

平成２５年から２７年に薬剤注入が行われておりますが、それ以前では、昭和６

３年に松くい虫防除の薬剤注入が行われております。 

 今回の急速な衰弱状況に対応するため、対策検討を含めて、新たに調査を行う

とともに、結果に基づく対策を実施したいと考えております。 

 以上です。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） これまでの対策の経過と評価については理解いたしました。 

 一方で、松枯れは継続的に発生する課題であり、過去の対策の整理を踏まえ、

今後、どのような方向性で取り組んでいくのかがより重要になってくると考えま

す。 

 続いて、今後の具体的な対応について伺います。 

 松林を将来、どのような姿として維持していくのか、すなわち、現状維持を基

本とするのか、更新を進めるのか、あるいは樹種転換も視野に入れるのかといっ

た将来像についてお示しください。 

 また、植え替えや補植の具体的な計画の有無、小松やこも巻きや予防薬剤散布

といった予防が対策の再検討の考え方についてもお聞かせください。 

 さらに、国や県の補助制度、防災林整備事業などの活用可能性について、市と

してどのように認識しているのか、お伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） この件については、この松林の維持、更新、樹種転換、あるい

はこの植え替え補植等については、まず、海岸管理者である県の方針が大きく関

与しております。これをまず、御認識いただきたいと思いまして、その件の詳細
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については、建設課長のほうから説明いたさせます。 

議長（小川公明議員） ここで、正午の時報のため中断いたします。 

〔休憩 午前１１時５９分〕 

〔再開 午後 ０時００分〕 

議長（小川公明議員） 会議を続行いたします。 

 建設課長。 

建設課長（塩津敦史君） それでは、松林の維持、更新、樹種転換の方向性について

説明させていただきます。 

 先ほども申し上げましたが、三木里海岸の所管は三重県であり、海岸に松等を

植樹する場合の取扱いについても、県のほうから示されております。 

 まず、基準としましては、植栽の場所が海岸保全施設及びその管理に影響を及

ぼすおそれがないこと。植栽の場所が、他の海岸利用者の支障とならないこと、

樹木の種類及び植樹行為が現状の自然景観や生態系に悪影響を及ぼさないことが

挙げられており、植樹の目的が、白砂青松等、海岸景観の整備と保全に寄与する

ためのものである場合に、県の同意を得て植樹が可能となるもので、海岸景観の

整備保全以外の目的で植樹を行う場合は、海岸法に基づく占用申請が必要となり

ます。 

 こうしたことから、現存する松の維持管理については、従前どおり継続してま

いりますが、更新や樹種転換、国、県補助の活用等につきましては、市が独自で

行うことはできない状況がございます。 

 また、こも巻きなどの予防型対策も含め、海岸管理者である県と協議していく

必要があると考えております。 

 以上です。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） 県の方向性が重要であるということの御説明は理解できまし

た。 

 締めとして質問させていただきます。 

 三木里海岸の松林は、防災、景観、文化の三つの側面を併せ持つ地域の重要な

基盤であり、その在り方は、地域の将来像にも直結する課題であると考えます。

単なる樹木の維持管理にとどまらず、海岸全体の機能をどのように守っていくの

かという視点から、計画的かつ中長期的なビジョンを示していく必要があるので

はないでしょうか。改めて市の見解をお伺いします。 
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議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 議員のおっしゃっている意味、非常に私、理解できるんです。

壇上でも申し上げましたように、この三木里海岸というのは、白砂青松なんです。

この景観というものは、やはり尾鷲市にとって誇るべきものであり、宝であると

認識しております。 

 ただ、先ほどから、三重県の内容につきまして、建設課長のほうから説明いた

しましたけれども、この海岸全体の機能維持については、まず、「熊野灘沿岸海

岸保全基本計画」、これに基づいて県が主体となって進めておりますので、今後

は県と協調しながら、景観の維持ということは非常に重要なことでございますの

で、市としても、それについて協調しながら取り組んでまいりたい、このように

考えております。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） よろしくお願いいたします。 

 次の質問に移ります。 

 森林経営と木材供給政策の方向性についてです。 

 市長から答弁があったように、森林を環境資源として位置づけつつ、地域産業

や財政とのバランスを図っていくという方向性については理解しました。 

 その上で、理念を実効性ある政策へと具体化していくためには、市有林経営の

現状評価と今後の整理が重要になると考えます。 

 市有林の運用は、立木売却方式から市主体の伐採へと変遷し、現在は、規模を

一定程度抑制しながら運営されているものと認識しています。 

 また、再造林や保育費の増大により、収支面では厳しい状況が続いてきたとの

ことも認識しています。 

 そこで、市有林経営のこれまでの収支推移をどのように総括されているのか、

また、それを踏まえて現在の経営方針の主目的をどこに置いているのか、改めて

お示しください。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） この市有林の経営というのは、ちょっと時代背景から申し上げ

ますと、昭和から平成中期にかけての全国的に林業が活発であった時代なんです

けれども、これ、林業関係事業者に対して、山にある流木の状態、そのままの状

態で入札して販売していたんです。ですから、市としては、平均して年間６,０

００万円ほどの収益が出ていたという。これが、要するに昭和から平成中期にか
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けての市有林の経営です。 

 しかし、平成１０年度頃から徐々に木材価格が低迷し始めまして、平成１６年

度以降はもう採算が見込めないことから、主伐事業を停止しておりました。 

 一方で、市有林の役割の一つである、木材市場に材を供給し、市場経営を支援

していくという、そういう観点から、市有林からの出材を要望する声が高まり、

平成２４年度から主伐事業を再開したと。このときから、現在と同じように、伐

採から木材市場への出材までを業務委託として予算計上し、木材市場での売上げ

を歳入する形としておりましたけれども、この収支が、年間平均して大体３００

万円程度赤字となっており、これに伴いまして、伐採量が年々減少したと。そし

て、こういう状況でございますので、令和３年度から、この赤字解消を主目的に、

主伐ではなく、後年度負担の少ない利用間伐、これに切り替え、また、ゼロカー

ボンシティ宣言での企業版ふるさと納税とか、あるいは国立研究開発法人の森林

整備センターでの事業費負担のない搬出により黒字化しております。 

 しかしながら、木材市場への搬出量をしっかり確保していくことや再造林によ

る林業関係事業者の人材育成、経営支援のための主伐の在り方は、引き続き検討

していかなければならない、こういうふうにして認識しております。 

 次に、市有林の経営方針の主目的をどこに置いているのかということにつきま

しては、まずは木材市場への搬出量をしっかり確保していくことが重要であると

考えております。 

 しかしながら、先ほど説明いたしましたとおり、従来の林業手法だけでは赤字

が累積します。経営として成り立たなくなってきます。そういうことから、Ｊ－

クレジットによる新たな収益の創出や企業などとの生物多様性の森林づくりなど

での事業費の確保、補塡を図りながら、結果として木材市場への搬出量が増えて

いくという、そういうことを目指しております。 

 また、市有林の役割の一つとして、市内林業関係事業者への尾鷲ヒノキ林業の

再造林技術の継承、あるいは人材育成、経営支援といった主伐の在り方は、引き

続き検討していかなければならない、こういうふうにして考えております。 

 以上でございます。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） これまでの経営評価については理解いたしました。 

 一方で、市有林の役割は、単なる収支だけでははかれない側面もあり、おっし

ゃるように、木材供給と環境価値の両立が重要になると考えます。 
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 そこで、次に、市有林の機能の整理について伺います。 

 市有林には、地域産業を支える木材供給の役割と、Ｊ－クレジットの制度によ

る二酸化炭素吸収量の価値化という二つの機能があるとのことなんですけれども、

市有林からの年間原木供給量について、どのような目標や算定根拠を持っておら

れるのか、また、伐採量の変動がＪ－クレジット創出量にどのような影響を与え

ると評価しているのかをお示しください。 

 さらに、吸収減としての機能と資源利用とのバランスをどのような基本方針で

整理していくのかについても、具体的にお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） この市有林の役割としての市場への原木供給、このことにつき

ましては、先ほどお答えしましたとおりでございます。再造林による林業関係事

業者の人材育成、経営支援。主伐の検討を踏まえつつ、一方では、議員がおっし

ゃっていますように、財政的な採算性の観点、あるいは二酸化炭素の吸収源とし

て価値のあるＪ－クレジットなどのバランス、これを考慮していきながら、戦略

的な市有林経営を行っていかなければならない、このように考えております。 

 年間供給量の目標につきましては、まず、先ほどの繰り返しになりますが、林

業が活発であった昭和から平成初期ぐらいにかけて、市有林からの平均搬出量と

いうのは３,０００立米ほどあったんです。それと、当時と比較しまして、現在

では、搬出業者の減少や収益性の問題などにより、大体４分の１程度、これとな

っておりまして、今後、利用間伐や主伐企業との連携などにより、当時の搬出量

にどこまで近づけるか、これが目標でもあり、大きな課題でもあると思っており

ます。 

 また、この伐採量の変化がＪ－クレジットに与える影響の評価につきましては、

まず、主伐は実施するエリアにより、成長量が異なってきます。したがいまして、

一概には言えませんけれども、例えば主伐１ヘクタール当たり、そのエリアで森

林が長年かけて貯留、固定した炭素量が大体数百トン程度差し引かれることにな

ります。その辺のところのバランスはしっかりと考えていきたいと。 

 今後の主伐に当たっては、Ｊ－クレジットの販売契約料などと照らし合わせな

がら計画し、一方では、本プロジェクトの主目的は、本市林業の最高にあること

から、大型製材工場の進出、あるいは市内の林業関係事業者の育成といった、そ

ういうバランスを取りながら、戦略的に政策判断、これが必要であると考えてお

ります。 
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議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） 供給量の議論は、今後の産業政策とも密接に関わってくるも

のと考えます。 

 そこで、大型製材所誘致との関係について伺います。 

 年間約１０万立方メートル規模の需要が想定される中で、市有林単独での供給

には限界がある一方、地域林業全体への波及効果は大きいと考えます。 

 そこで、市有林が担う供給量をどの程度想定しているのか、また、誘致政策の

主目的を雇用創出、産業振興、林業再生のどこに置いているのかについて、改め

てお示しください。 

 あわせて、経済林と環境林をゾーニングマップ等で区分されると思うんですけ

れども、それぞれの役割をどう整理していくのかについてもお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 大型製材工場の誘致につきましては、議員も先ほどおっしゃっ

ていましたように、現時点では、年間１０万立米から段階的に生産を拡大してい

くことを目指し、まずは民有林からの原木供給を前提としております。熊野尾鷲

地域の素材生産者のみならず、まずはこの県内の北勢地域、そして中南勢地域、

伊賀市周辺の西部地域からの原木調達に向け、各地域の関係者との協議が鋭意現

在進められているというところです。 

 加えて、県においても、主伐、再造林の促進に向け、三重の森林づくり基本計

画の改定が行われたところであり、森林環境保全直接支援事業などの予算が植栽

作業へ優先的に配分されております。 

 今後、本市におきましても、県が示す林業施策と協働しながら、先ほど申し上

げておりますように、尾鷲市森林ゾーニングマップでの分析結果に基づいて、経

済林と環境林のすみ分け、そして利用間伐への供給に加えて、主伐、再造林の促

進に向け、必要な林業施策の構築に向けてしっかりと対応してまいります。 

 次に、この市有林が担う供給量の想定につきましては、これまでの関係者等と

の協議の中で、木材市場での選木機能の重要性、あるいは地元製材業者を含めた

関係業者との共存共栄、これを目指すという観点から、木材市場を介して取引す

るものと想定しており、先ほどの御質問の木材市場への供給目標の範囲となるも

のであります。 

 また、本市への大型製材工場の誘致は、一方では、雇用機会の創出、地域産業

の振興、ひいては東紀州地域における林業と地域経済に非常に大きなインパクト
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を与えると期待しておりますので、本市の将来を大きく左右するものであると確

信いたしております。 

 以上でございます。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） 誘致と市有林の役割の方向性については理解しました。 

 しかしながら、供給体制の持続可能性を確保するためには、先ほどの説明もち

ょっとあったと思うんですけれども、担い手の問題が避けて通れないと考えます。 

 そこで、最後に、持続可能性の観点から伺います。 

 森林所有者の減少や高齢化が進む中で、市有林だけでなく、民有林を含めた地

域全体での林業の維持が不可欠であると考えます。 

 そこで、林業従事者確保の具体策、民有林の経営支援や集約化の方針、さらに

Ｊ－クレジット制度を民有林へ波及させる考えがあるのかについてお示しくださ

い。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 地域全体として林業従事者を確保していくには、当然のことな

がら、林業経営が成り立たないと雇用従事者確保にはつながらない、これが一応。

そのために、行政としては、林業事業者に対して安定的に事業量を供給していく

こと、これが重要であると考えております。 

 本市では、国からの安定財源である森林環境譲与税、これを活用した森林経営

管理事業において、民有林に対しての測量、間伐業務など、毎年一定の業務を発

注していることとか、あるいは森林ゾーニングマップの分析がどんどんどんどん

進んでいけば、新しい本市の森林全体の在り方を可視化できるものと考えており

ます。こうした取組を基に、企業等と連携した新たな森林整備などからの事業創

出も、従事者確保の一助となればと考えております。 

 次に、民有林の経営支援や集約化の方針につきましては、先ほど申しましたよ

うに、森林ゾーニングマップでの森林の特性を分析する中で、所有者に対して収

益性、あるいは環境価値などの情報を提供しつつ、経済林に対しては、森林経営

管理事業の活用による集約化などを協議していくことで、経営支援につなげてい

くことなどが考えられている。 

 一方で、収益性が低く、環境林化を進めていくことがメリットの大きい森林に

ついては、生物多様性の増幅や災害防止につながる整備を企業等に仲介する中で

進めていきたいと考えております。 
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 そして、Ｊ－クレジットの民有林への波及という点については、取得に必要な

森林経営計画策定の諸条件をクリアするための相談支援を行い、そしてＪ－クレ

ジット取得により、環境価値として、森林所有者のメリットを創出することや環

境に貢献する森林とすることで、所有者の心理的愛着や誇りにつなげるなど、民

有林への波及に努めていきたい、このように考えております。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） ありがとうございます。 

 まずは、ゾーニングマップ等への可視化ということが、すごく僕もよい取組だ

と思っていますので、その辺りの取組をまた御共有のほど、よろしくお願いいた

します。 

 次に、所有者不明、相続放棄空き家への対応の方向性についての質問に移りま

す。 

 所有者不明空き家への対応に当たっては、財産管理人制度や所有不動産記録証

明制度の活用、さらには空家対策特別措置法に基づく措置など、複数の制度を組

み合わせて運用していくことが必要になると考えます。先ほどの御説明も踏まえ、

本市としてこれら制度を活用するための庁内体制の整備がどの程度進んでいるの

か、また、今後どのような運用方針で対応していくのかについても、改めてお聞

かせください。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 所有者不明の空き家への対策として、まず、相続財産清算人の

選任による財産の処分が挙げられますけれども、申立てのできる対象者が、利害

関係者、あるいは地方公共団体に限られているというところでございます。申立

てを行うには、裁判所への予納金、これが数十万円程度必要になるなど、費用負

担も発生することから、慎重な判断が必要であると。 

 また、空き家特措法による略式代執行においても、解体費用が発生し、費用回

収も困難であることから、公共的な視点により、相当な危険を及ぼす可能性があ

ると判断した場合のみ、対応を検討するものとしております。 

 なお、所有不動産記録証明制度については、相続人や被相続人の財産を確認し、

相続による登記漏れを防止する観点において有効な制度であるため、周知してま

いりたい、このように考えております。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） こういった空き家というのは、だんだんと増えてくるとは思
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っていますので、地域や民間との連携がとても重要になってくると思っています。 

 そこで、地域や民間との連携についてお伺いいたします。 

 所有者不明空き家の問題は、行政だけで完結できるものでなく、地域団体やＮ

ＰＯ、まちづくり組織など、地域主体との連携が不可欠であると考えます。先ほ

どの御答弁も踏まえ、地域主体が空き家対策に関与できる仕組みづくりの可能性

をどのように考えているのか、また、空き家管理や利活用の担い手をどのように

育成していく方針なのかについてお聞かせください。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 地域との連携につきましては、空き家対策における課題の一つ

であります。この課題の一つとして、所有者と連絡が取れないことや所有者が亡

くなっている場合の相続人の調査に時間を要してしまうことが挙げられますが、

一部の地区で空き家の所有者の連絡先などを地区に登録する仕組みづくりに取り

組んでおられます。この取組は、空き家対策における重要な部分を担う取組であ

り、地区全体に浸透していけば、地域での空き家問題の早期解決につながるもの

と考えております。 

 また、民間等の関与につきましては、啓発チラシの作成とか、空き家のマッチ

ングサービスとか、解体費用のシミュレーションなど、空き家対策に関わってい

る企業が複数あります。これらの企業との連携について、現在協議を進めている

ところでございます。 

 いずれにしましても、管理不全な空き家を発生させない取組が必要であり、集

落支援員の活用など、行政と地域が一体となって空き家対策に取り組む必要があ

ると考えております。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） 最後に、ここが一番ネックな部分だとは思っておるんですけ

れども、財源確保の観点から伺います。 

 危険空き家の解体や安全対策は、財政負担が大きく、継続的に取り組んでいく

ためには安定的な財源の確保が重要になると考えます。 

 ほかの自治体では、使途を限定した寄附メニューの創設や空き家対策基金の設

置など、ふるさと納税を活用した財源確保の取組も進められております。 

 また、空き家対策総合支援事業や社会資本整備総合交付金など、国の支援制度

を組み合わせて活用していく視点も重要であると考えます。 

 そこで、本市において、例として、ふるさと納税を活用した空き家対策財源の
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創設の可能性や国の空き家対策関連事業の活用可能性について、今後の検討の方

向性をお聞かせください。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） まず、このふるさと納税の活用につきましては、一個人の財産

である空き家を解体するために活用するということは非常に困難であるというこ

とであります。 

 しかし、定住移住対策における空き家の利活用などにおいては、この活用につ

いては検討してまいりたい、こういうふうに考えております。 

 次に、国の空き家対策総合支援事業などの補助制度につきましては、本市でも、

この令和５年度に中井町の特定空家を市の略式代執行により除却した際に、本事

業を活用し、国からは一部でございますけれども、本当の一部でございます、御

支援いただいております。 

 今後の活用におきましては、空き家の解体が公共的な安全の確保に特別必要と

される場合や跡地が地域活性化に資する用地であり、計画的な活用が見込める場

合など、本市の政策と照らし合わせながら、活用について判断する必要があると

考えております。 

 以上です。 

議長（小川公明議員） ６番、中井議員。 

６番（中井勇気議員） ありがとうございます。 

 一連の御答弁により、本市として、制度面の整理や個別対応を積み重ねていく

必要については理解しました。 

 所有者不明、相続放棄空き家の問題は、単なる住宅政策の枠を超え、地域の安

全確保や景観の維持、さらには地域コミュニティの持続性にも関わる重要な課題

であると考えております。 

 壇上でも申し上げましたが、今後、１０年、２０年先を見据えたときに、この

ような物件は確実に増加していくものと考えられます。全てを行政が直接負担す

るという発想ではなく、行政による法的対応の枠組みを整えるとともに、地域や

民間主体との役割分担を明確にしながら、早期対応、早期把握の仕組みを構築し

ていくことが、今後ますます重要になるのではないでしょうか。引き続き、本市

として総合的かつ計画的な対策の検討を進めていただくことをお願い申し上げ、

一般質問を終わりたいと思います。ありがとうございました。 

議長（小川公明議員） ここで休憩をいたします。再開は１３時３０分からといたし
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ます。 

〔休憩 午後 ０時２５分〕 

〔再開 午後 １時２９分〕 

議長（小川公明議員） 休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 次に、４番、入田真嘉議員。 

〔４番（入田真嘉議員）登壇〕 

４番（入田真嘉議員） 通告に従いまして、一般質問をさせていただきます。 

 前回は、防災対策を中心に取り上げさせていただきました。情報伝達体制や避

難体制の強化、備蓄の充実、ドローンの活用など、自助、共助、公助の観点から、

行政として進めていただいている取組は大変重要であり、引き続き着実に推進し

ていただきたいと考えております。 

 また、高齢化が進む現状を踏まえ、平時からの健康づくり、体力の維持向上は、

防災対策の一環としても極めて重要であると考え、こうした観点から、避難行動

に役立つよう、日常的に体力を維持向上させておくことの重要性についても申し

上げ、行政としても、その環境づくりや意識啓発に取り組んでいただきたいとお

願いさせていただきました。本日は、その問題意識も踏まえながら、改めて本市

の取組や今後の方向性についてもお伺いしてまいりたいと考えておりますので、

よろしくお願いいたします。 

 まずは、本市の将来を担う子供たち、そして地域の活力創出につながる文化・

スポーツ振興についてお伺いいたします。人づくりこそがまちづくりの根幹であ

るとの思いから質問いたします。 

 就任以降、地域を歩く中で、改めて本市に息づく歴史や伝統の重みを実感して

おります。 

 本市を語るときに欠かすことのできない存在が、熊野古道です。熊野古道は、

単なる古い道ではなく、１,０００年以上にわたり、人々の祈りと願い、再生の

思いを受け止めてきた振興の道です。 

 ２００４年、熊野古道は、「紀伊山地の霊場と参詣道」として世界遺産に登録

されました。これにより、峠道は、世界中の人々が訪れる場所となりました。熊

野古道は、本市にとって大きな可能性を持つ資源でもあります。しかし、それは

単なる観光資源ではありません。守り伝え、丁寧に生かすことが求められます。 

 しかし、一方で、少子高齢化や担い手不足により、文化や伝統の継承が難しく

なっている現状も耳にしております。文化や伝統は単に保存するものではなく、
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次世代へと引き継ぐ地域の誇りであり、まちのアイデンティティーそのものです。 

 本市における文化伝統の継承と保護の現状、そして今後の具体的な支援策等に

ついてお伺いいたします。 

 国の文化審議会は、令和７年１２月１９日に開催された文化審議会文化財分科

会での審議、議決を経て、史跡名勝天然記念物の指定等について、文部科学大臣

に答申を行いました。三重県内では、史跡熊野参詣道に３か所の追加指定の答申

が行われ、玉城町の石仏庵、多気町の女鬼峠道、そして本市の八鬼山荒神堂跡及

び茶屋跡が、国史跡への追加指定が決まりました。このたび、新たに国史跡へ追

加指定されましたことは、誠に喜ばしいことであります。今日に至るまで、調査

研究、資料収集、環境整備、保全活動に御尽力いただいた関係団体の皆様、そし

て関係者の皆様の長年の御尽力に対し、心から敬意と感謝を申し上げます。今回

の指定は一朝一夕になし得たものではなく、地域を思う熱意と、地道な取組の積

み重ねの成果であり、その御尽力に深く感謝申し上げるとともに、今後も次世代

へ確実に引き継いでいく責任を共有してまいりたいと存じます。 

 本市における熊野古道などの保全管理は、多くの地域ボランティアの皆様の献

身的な活動によって支えられていると認識しております。その御尽力にも心から

敬意を表するものであります。 

 しかしながら、高齢化の進行や担い手不足により、現在の体制が持続可能であ

るのか懸念する声もあります。そうした状況の中で、現在の保全管理体制の課題

認識と、今後、どのように体制を強化していくのか、市の方針をお伺いいたしま

す。 

 次に、スポーツ振興についてです。 

 人口減少と高齢化が進む中、地域にとって最も重要なのは、健康で長く暮らせ

る環境づくりです。 

 スポーツは、医療費抑制や介護予防の観点からも大きな効果があります。ここ

で言うスポーツとは、必ずしも競技スポーツだけを指すものではありません。朝

のウォーキング、軽い体操、地域のグラウンドゴルフ、ヨガ、子供たちの放課後

のボール遊びや鬼ごっこなど、そうした日常の延長線上にある活動こそが、健康

で長く暮らせる環境づくりの土台となります。 

 また、本市のように自然環境に恵まれた地域では、古道や海岸線を生かしたウ

ォーキングやトレイル体験など、自然と融合したスポーツ環境を整えることが可

能で、それらを健康づくりと観光振興に結びつける視点も重要です。現在、この
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ような事業を多く実施していただいており、今後も継続し、実施していただきた

いと思います。 

 また、特に子供たちにとってスポーツは、体力向上だけでなく、協調性、忍耐

力、目標達成への努力など、多くの学びをもたらします。 

 本市では、競技人口の減少が課題になりますが、だからこそ、広く体験できる

環境づくりが求められています。スポーツ振興において、施設は大きな資産です。

しかし、整備することが目的ではありません。重要なのは、使われ続けることで

す。 

 そこで、現在建設が進められています野球場の活用方法について質問させてい

ただきます。 

 今回、人工芝の整備及びナイター設備の整備を行い、市民にとって大変恵まれ

たスポーツ環境を整えていただきました。人工芝施設は、競技専用施設にすると

稼働率が期待できず、スポーツ、観光、健康、交流などの複合利用が求められて

いると考えています。整備した以上、その施設をいかに日常的に活用し、市民の

財産として最大限に生かしていくかは、行政の重要な責任であると考えます。休

日や夜間利用の促進だけでなく、平日、日中を含めた日常的な利用について、市

はどのようなビジョンを持っているのか、学校利用、健康づくり事業、多世代交

流イベント、スポーツ教室、防災利用など、野球に限らない多目的な活用も含め、

具体的な利用促進策をどのように考えているのか、市の見解をお聞かせください。 

 最後に、本市で多くの方が活躍しています地域おこし協力隊の現状と課題につ

いてお伺いいたします。 

 地域おこし協力隊制度は、都市部から新たな人材を受け入れ、地域活性化に取

り組みながら、最終的には移住定住につなげることを目的とした制度で、単なる

労働力の補塡ではなく、外からの視点と地域内の資源を掛け合わせ、新しい価値

を創出することに本質があります。任期３年間の活動はもちろん重要となります

が、任期終了後に地域に根を下ろす人材をどれだけ生み出せるかが、制度の成果

をはかる大きな指標であると考えます。 

 そこで、まず、本市における現在の隊員数、活動分野、そしてこれまでの受入

れ実績についてお示しください。 

 あわせて、任期終了後の定住状況、就業、起業の実績について、市としてどの

ように把握評価しているのか、お伺いいたします。 

 先ほども申し上げましたが、地域おこし協力隊は、任期中の活動のみならず、
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任期終了後に地域に根づき、持続的な担い手となっていただくことが本来の目的

の一つであると考えます。そのためには、受入れ体制の充実、地域との関係構築

支援、任期後のフォローアップ体制が重要になりますが、本市はどのような支援

体制を整えているのか。また、単なる制度活用にとどまらず、本市の将来像を見

据えた戦略的な人材政策として、地域おこし協力隊をどのように位置づけている

のか。市の見解をお伺いいたします。 

 以上で、壇上での質問を終わらせていただきます。 

議長（小川公明議員） 市長。 

〔市長（加藤千速君）登壇〕 

市長（加藤千速君） それでは、入田議員の御質問に対しまして、順にお答えさせて

いただきます。 

 まず、熊野古道について、現在の保全管理体制の課題認識と、今後の体制強化

についてであります。 

 熊野古道の保全を考える上で、第一には、保存と活用、この二つの観点が必要

であると認識しております。 

 保存の観点においては、世界遺産に登録されている国の史跡、熊野参詣道伊勢

路そのものを守るということが市の責務であります。文化財としての価値を保全

するため、熊野古道を毀損する行為を規制するとともに、災害等によって古道が

損壊した場合など、専門的見地に基づき復旧を図ることなどが含まれ、ここでの

課題は、いかに実態把握を行うかということと、専門性の確保であります。 

 実態把握の体制といたしましては、本市の熊野古道と周辺景観の保全に係る条

例、「尾鷲市熊野参詣道伊勢路景観保護条例」に基づき、各峠道を巡回する「環

境保全指導員」による年５回の定期点検を基本としながら、三重県教育委員会や

市が行う「文化財パトロール」や市の担当者による現地確認などを実施しており

ます。 

 また、専門性の確保につきましては、熊野古道については、歴史や民族、信仰

や景観など、多様な要素が含まれることから、三重県教育委員会と密に連携を取

ることで、体制確保に努めております。 

 次に、活用の観点についてでありますが、熊野古道においては、来訪者に歩い

ていただくことが活用の基本であり、来訪者が安全安心に歩く上で大切なことが、

日常的な維持管理であります。 

 除草や倒木除去、敷設ベンチの修繕など、市職員が行う場合もありますが、実
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情として、その多くが、各峠の保存会や熊野古道に関わらず、参道等の整備活動

を行っている有志の方々の御尽力によるところが大きく、皆様には深く感謝して

いるところでございます。 

 しかし、この点に関して、議員の御質問にありましたとおり、少子高齢化や人

口減少とともに、団体も縮小傾向にあることから、市としても大きな課題である

と認識しております。 

 こうした保全管理体制の強化に最も大切なことは、有志の方々とのコミュニケ

ーションを強化することと考えております。直接皆様の声をお聞きし、課題の共

有化を図るとともに、行政にとって何ができるかを考え、一つずつ改善を図って

いく。そうした取組があったからこそ、本年度から支給を開始した「熊野古道保

全活動支援手数料」や世界遺産追加登録に向けた「八鬼山荒神堂跡及び茶屋跡」

の国史跡追加指定に結びついたものであります。 

 市として、文化財保存の責務を果たしつつ、引き続き有志の皆様とのよりよい

関係構築と活動支援に努めてまいります。 

 次に、野球場の利用、多目的な活用についてであります。 

 新野球場の完成が目前となる中、議員おっしゃるように、いかに稼働率を上げ

ていくかが次の課題であると考えております。私としては、目標稼働日数として、

準備日も含めまして、半分ぐらい達成できるよう取り組みたいと考えております。 

 新野球場は広い敷地一面に人工芝を敷き詰め、ナイター施設も完備するなど、

すばらしい施設であります。合宿誘致についても期待できるほか、野球以外の用

途にも十分活用が図れるものと確信しております。 

 また、尾鷲野球少年団に加入する子供たちから、早くプレーしたいと心待ちに

する声が寄せられており、誠にうれしい限りであります。 

 議員御質問の、平日の日中における利活用に関しましては、昨今の気候状況の

影響に注意しながら、利用促進を図ってまいります。 

 現在、グラウンドゴルフやヨガ教室、健康体操など、幅広くスポーツ活動にお

ける利活用について検討しておりますが、平日においては、季節に応じた午前利

用の強化や夜間の利用促進を図る取組を進めるとともに、全国的な事例や県内施

設の状況も参考にしながら、文化活動やイベント利用、学校行事等での利用につ

いても検討し、誰もが多目的に使用できる施設の利用促進を図ってまいりたいと

考えております。 

 次に、地域おこし協力隊についてであります。 



－１１５－ 

 地域おこし協力隊は、都市部から過疎地域等へ住民票を移動し、地域ブランド

や地場産品の開発、販売、ＰＲ等の地域おこし支援や農林水産業への従事、住民

支援などの地域協力活動を行いながら、その地域への定住定着を図る取組であり、

本市においても平成２３年度から導入し、その活動の成果は、地域活性化の一翼

を担っております。 

 現在、本市の地域おこし協力隊の隊員数は２２名で、定住移住の促進や一次産

業の活性化、市街地の活性化、各周辺市街地の活性化など、様々なミッションを

達成するために活動しております。制度導入時からの受入れ実績は５４名に上り、

途中退任などを除いた２４名が、３年後の任期終了後も本市に定住し、宿泊業や

飲食業、ウェブデザイナーなどを起用しております。この定住率は７１％で、全

国平均を上回っております。 

 協力隊には、それぞれのミッションがあり、おのおのが持てる力を発揮するた

めにも、行政のサポートが重要であります。 

 サポート体制としましては、着任時の地域での受入れ体制支援に始まり、活動

における相談支援、また、協力隊経験者によるサポート支援などを行っておりま

す。 

 加えて、協力隊退任後のフォローアップとして、退任後の起業を見据えた研修

への参加、住環境整備として、活動拠点の修繕費を活動費で支出できるほか、起

業のための資金として、最大１００万円の起業支援金を支給しております。 

 本市では、地域おこし協力隊を、将来を見据えた戦略的な人材政策の一環とし

て位置づけております。 

 また、任期終了後の定住、起業まで見据え、一時的な支援人材ではなく、将来

の地域の担い手として活躍していただくことを目指しており、今後もその取組を

充実させてまいりたいと考えております。 

 以上、壇上からの御質問に対します回答とさせていただきます。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） まず、熊野古道の保全体制、とりわけ担い手育成についてお

伺いいたします。 

 現在、保全体制は、管理団体や地域のボランティアの皆様の献身的な活動によ

って支えられているのが現状であります。 

 しかしながら、高齢化や担い手不足が進む中で、今後この体制を持続できるの

かという不安の声も聞かれます。 
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 管理団体やボランティア団体に対する担い手育成、後継者支援について、市と

して今後どのような取組を考えているのか。若い世代の参画促進、研修制度、報

酬や活動支援の充実など、実効性ある取組はあるのか。また、県や国からの財政

的、人的支援制度はどのようなものがあり、本市として十分に活用できているの

か。将来にわたり持続可能な保全体制を構築するための具体的方策について、市

の見解をお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） それでは、お答えします。 

 現在、市として直接、担い手育成とか、あるいは後継者支援につながる取組の

実施はありませんけれども、この保全活動を行っている方々への活動支援の取組

といたしましては、先ほど壇上でも申し上げましたが、「熊野古道保全活動支援

手数料」の支給に加え、来年度からは、各峠を巡回する「環境保全指導員」に関

して、熊出没のリスク対策として、同行巡行者に対する謝金の支給を行う予定で

ございます。 

 現在のところ、有志の皆様の保全活動に対する思いを支援することに努めてお

りますが、担い手が高齢化する中、将来にわたって地元有志による保全活動を強

化することについては、厳しい状況にあるというところでございます。 

 そこで、県が実施している「熊野古道サポーターズクラブ」による保全活動や

熊野古道センターによる道普請体験に市として協力するとともに、尾鷲観光物産

協会が企画する道普請ツアーでの保全活動など、市外から保全活動に参加いただ

く機会の充実が重要であると考えております。 

 今後につきましては、こうした保全活動をコンテンツとする取組の充実や一部

他市町で実施している保全活動の事業化による委託などについても検討してまい

りたい、このように考えております。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） ありがとうございます。担い手の高齢化という課題がある中

で、今後の方向性を示していただき、ありがとうございます。 

 次に、熊野古道の安全管理体制についてお伺いいたします。 

 熊野古道の中でも、特に利用者の多い四つの峠においては、台風や豪雨の後、

倒木や崩落、路面の損傷などが発生する可能性があります。世界遺産である以上、

その価値の保存と同時に、来訪者の安全確保は最優先であると考えます。 

 台風や大雨発生後の安全確認は、どのような体制、手順で行っているのか。誰
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が、いつ、どの範囲を点検し、危険箇所の把握や通行止め判断をどのように行っ

ているのか。また、情報発信は迅速に行われているのか。ホームページやＳＮＳ、

現地看板などによる周知体制は十分か。ボランティア任せではなく、行政として

責任ある安全管理体制が確立されているのか。市の見解をお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） この熊野古道の安全管理につきましては、まず、やっぱり台風

や豪雨の際、警報等が解除された後、速やかに本市の熊野古道の４峠全てに対し

て、現場確認をまず行っているということです。 

 この確認につきましては、主管課である生涯学習課、これをはじめとしまして、

政策調整課、商工観光課、教育総務課の各課が、それぞれの峠を分担して、職員

が徒歩で点検を行っているところであります。その結果、路面の損傷や巨大な倒

木等、歩行に危険な状態が確認された場合は、来訪者の安全性を第一に、通行止

めの判断を行い、市ホームページやＳＮＳ等において速やかに情報発信するとと

もに、東紀州地域振興公社への報告を通じて、観光部局との情報共有を図ってお

ります。 

 また、同時に、該当する熊野古道の登り口においても、掲示等による注意喚起

を行います。 

 こうした情報発信及び注意喚起につきましては、熊の目撃情報が提供された場

合にも、同様の対応を行っております。 

 以上でございます。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） 引き続き、利用者の安全確保を最優先に取り組んでいただき

たいとお願い申し上げます。 

 次に、熊野古道の保存と活用のバランスについてお伺いいたします。 

 文化や歴史資源は、守ることが最も重要であります。しかし、守るだけでは持

続的な維持は難しく、一定の活用によって地域経済と結びつけていくことも必要

であると考えます。 

 一方で、過度な商業化は、本来の価値や静寂性、信仰の道としての精神性を損

なう可能性も否定できません。 

 熊野古道は、信仰の道であると同時に、観光資源でもあります。その本質的価

値をいかに守りながら地域経済の活性化につなげていくのか。入り込み客数の増

加だけを目的とするのではなく、適正な利用者数の管理、ガイド育成の仕組みづ
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くりなど、持続可能な観光の視点が不可欠であると考えますが、市として、この

バランスをどのように捉えているのか。保存と活用の基本方針について、市の見

解をお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 先ほども申しましたように、熊野古道の保存と活用に関するバ

ランスの重要性というものは、先ほども申しましたけれども、私も議員と同じ思

いでございます。基本的な方針につきましては、学術的な観点から制限される行

為、あるいは周辺環境を損傷するような行動、危険行為等は厳しく制限するもの

でありまして、長年にわたる周知と啓発、また、来訪する皆様の御理解もあり、

近年では、そのような状況はほぼ見受けられておりません。 

 私は常々、熊野古道を多くの皆様に歩いていただくことが、保全にもつながる

ものであると考えております。 

 本市では、おわせ海・山ツーデーウォークをはじめとして、熊野古道センター

や尾鷲観光物産協会などを含めた様々な古道ツアーを実施していただいているほ

か、東紀州地域振興公社においても、「熊野古道語り部友の会」がガイドを行う

古道歩きやインバウンドへの取組など、古道客を増やす取組を行っていただいて

おります。 

 また、熊野古道伊勢路は、伊勢から熊野三山までの連続した参詣道であり、昨

年、県が行った熊野古道伊勢路踏破ウォークのように、何度も地域に足を運んで

もらい地域の魅力を感じることができる、広域的な取組も重要であると考えてお

ります。 

 熊野古道は、短期間で大きな経済効果をもたらすものではありませんが、長期

間継続することによって、一定の来訪者を尾鷲に呼び込むことができる息の長い

活用が見込める社会資源であるとともに、世界遺産としてのネームバリュー、こ

れを生かし、本市をアピールすることができる重要な観光資源であると考えてお

ります。 

 以上でございます。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） 熊野古道を持続可能な観光資源として生かしていくため、今

後も着実な取組を期待いたします。 

 次に、世界遺産の追加登録に向けた取組についてお伺いいたします。 

 本市は、世界遺産を有する自治体として、大きな歴史的、文化的活用を担って
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おります。今後、追加登録を目指すのであれば、保全体制の強化、学術的整理、

地域合意形成、観光受入れ環境の整備など、多岐にわたる準備が必要になると考

えます。 

 追加登録に向け、市としてどのような体制強化を図っていくのか。市としての

戦略的な取組について、見解をお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 世界遺産の追加登録につきましては、基本的には、本市単独で

行えるものではない。県や関係市町と連携をしながら取り組む必要があると考え

ているわけなんです。 

 世界遺産追加登録のためには、その前提として、史跡等が国の文化財に指定さ

れることが条件であります。そういうことから、県内で世界遺産追加登録に向け

た機運を高めるためにも、これらの件数を増やすこと、これが重要であると思っ

ております。 

 そのため、当分の間は、各地で史跡追加指定の取組が進むとともに、本市にお

いても引き続き関連史跡の追加史跡、これを目指します。 

 また、これらに関する学術的整理につきましては、令和７年３月、三重県教育

委員会において、本市を対象地域に含む調査報告書が作成されるなど、既に一定

の整理が行われております。 

 追加して候補となる史跡については、熊野古道周辺に所在することから、保全

面の負担も限定的で、市の体制強化の必要性については、最小限であると考えて

おります。追加指定手続におきましては、対象史跡に係る権利関係の整理が必要

条件となることから、これらの確認が整うもので、本市にとって有用な史跡の追

加指定を目指すとともに、保全体制の強化については、先ほどの質問への回答の

考えに基づき取り組みながら、観光受入れ環境整備についても、従来の本市の課

題改善に地道に取り組んでまいります。 

 なお、三重県教育委員会が主催する「熊野参詣道伊勢路の追加指定と各資産」、

これは「世界遺産の新たな候補とこれから」ということを題した世界遺産講演会

が今週末、７日土曜日に多気町で行われ、本市職員も「八鬼山荒神堂跡及び茶屋

跡」について発表を行います。 

 今後、世界遺産追加登録に向けて、本格的な取組が県下で行われる際には、本

市においても、保存会や語り部友の会、観光物産協会など、関係団体とも連携し、

地域の機運をしっかりと盛り上げ、世界遺産追加登録の実現に取り組んでまいり
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たいと、このように考えております。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） 今こそ、文化、歴史政策を本気で考える時期に来ているので

はないかと思いますので、引き続きよろしくお願いいたします。 

 次に、スポーツ振興についてお聞きします。 

 先日の美し国三重市町対抗駅伝において、本市代表選手の皆さんは、夜間、ナ

イター設備のない市営グラウンドで練習をされていたとお聞きしております。限

られた環境の中で努力を重ねられた選手の皆さんには、心より敬意を表するもの

であります。 

 一方で、ナイター設備を備えた野球場が整備されております。競技種目は異な

るとはいえ、安全確保や時間確保の観点から、今後の代表選手の夜間練習に活用

することは検討できないのか。今後、ナイター設備を含め、野球場をほかの競技

の練習環境として柔軟に活用していく考えはあるのか。市の見解をお伺いいたし

ます。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） まず、この美し国三重市町対抗駅伝、この練習時刻につきまし

ては、選手や指導者が集まりやすい日時設定を行っておりまして、毎週水曜日の

午後７時から行っておりました。市営グラウンドではナイター設備がないことか

ら、投光器を設置する形で練習を行ってまいりました。 

 議員御提案の新野球場につきましては、ナイター設備もあり、内周も最大で約

４００メートルあることから、選手の練習に活用していただきたいと考えており

ます。 

 ただ、この件に関しましては、私も当時の美しの駅伝大会、これに応援に行っ

たわけなんですけれども、監督のほうから直接その話は聞きまして、これはどう

ぞ使ってくださいというような回答を申し上げたところでございます。 

 以上でございます。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） 選手の皆さんがよりよい環境で練習できることを期待いたし

ます。 

 次に、野球場のさらなる活用についてお伺いいたします。 

 本市の野球場には、大型のバックスクリーンが整備されておりますが、この設

備を活用し、例えば尾鷲出身のプロ野球選手の試合をパブリックビューイングと
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して開催することはできないでしょうか。地元出身選手の活躍を市民が一体とな

って応援する場をつくることは、郷土愛の醸成や世代間交流にもつながると考え

ます。 

 また、プロ野球に限らず、ＷＢＣ、サッカーワールドカップ、オリンピックな

どの国際大会のパブリックビューイング、さらには音楽イベントや映画上映会、

星空観察会など、活用方法は多様に考えられると思います。野球場を野球だけの

施設とするのではなく、多目的な交流拠点として活用していく考えはあるのか。

実施に当たっての課題や今後の検討状況について、市の見解をお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） このバックスクリーンのパブリックビューイングの利用につい

ては、ハード的にいろいろございますので、まず、その手法を考えると、プロジ

ェクションマッピング、この手法などによれば、技術的には可能であると考えて

おりますが、現時点におきまして、野球場活用のアイデアの一つとして参考にさ

せていただきたいと思っております。 

 新野球場を野球だけの施設とはせず、多目的な交流施設として活用することに

つきましては、私も同じ思いでございます。 

 ただ、このあれは、尾鷲市国市浜野球場でございます。野球場が表になります

ので、ただ、それ以外にも多目的な交流施設として活用するということが、そう

いうふうな思いでございます。せっかくすばらしい施設ができるんですから、多

くの市民の皆様に活用していただくことが重要であり、野球が中心なんですけれ

ども、あるいはスポーツ活動、そういったものには限らず、文化活動やイベント

活動においても活用を図っていきたい。いろんな用途があると思いますので、そ

れぞれ大いに使っていただきたいと思います。 

 しかしながら、一方、本来の野球場としての機能維持と利用者の安全をしっか

り担保することが、まずは条件なんですね。何でもかんでもというわけには。特

に、人工芝なんかにつきましては、重いものを置く際の養生とか、今の、前にも

ありましたけど、ほかのところでありましたが、刺さるようなものが人工芝に埋

もれて見えなくなることで、利用者に危険が及ぶものの使用制限とか、施設機能

の保全と安全性の確保についてしっかり考慮しながら、これが条件として、多目

的な活用を進めてまいりたい、このように考えております。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） 安全性の確保を前提に、幅広い活用が進むことを期待いたし
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ます。 

 次に、先日まで野球場の愛称募集が行われ、多くの市民の関心を集めたものと

認識しております。 

 そこで、提案でありますが、愛称だけでなく、この野球場で実施してほしい事

業やイベントについても、市民から広くアイデアを募集してみてはどうでしょう

か。市民の声を取り入れることで、利用促進につながるとともに、施設への愛着

や主体性の醸成にもつながると考えます。行政主導だけでなく、市民参加型の活

用策を検討する考えはあるのか。市の見解をお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） この新野球場の愛称募集につきましては、この２月１６日から

募集を開始しておりますけれども、今のところ、２月２６日時点で、既に１４５

件の応募をいただいております。特に、市民の皆様からの多くの関心を集めてい

ることから、現在、応募期間をちょっと延長しまして、３月１３日まで延長して

募集を継続しております。 

 こうした実績から、議員御提案の野球場利用に係る市民アイデアの募集につき

ましては、新野球場をより身近に感じていただく機会となり、市民の皆様と共に

考え、活用する愛着ある施設として利用促進につながることが期待されることか

ら、広くアイデア募集を行ってまいりたいと思っております。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） 愛称募集が行われ、多くの市民が関心を寄せた今こそ、その

関心を一過性のものにせず、どう活用していくのかという次の段階に進むべきだ

と思いますので、より積極的で戦略的な活用を強く期待します。 

 次に、地域おこし協力隊についてお伺いいたします。 

 本市は現在、県内でも最も多い２２名の地域おこし協力隊が活動されていると

お聞きしております。須賀利や三木浦・三木里などで、それぞれのミッションの

下、御活躍されていることは承知しております。 

 一方で、梶賀や賀田などを主な活動エリアとするミッションを持つ協力隊は、

現在配置されていないのではないかと認識しております。 

 そこで、お伺いいたします。 

 これらの地域に協力隊が配置されていない理由は何か。地域からの要望がない

ためなのか、あるいは市としての戦略的判断によるものなのか。また、今後、梶

賀や賀田などを対象とした新たなミッションを設定し、協力隊を採用する考えは
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あるのか、市の見解をお伺いいたします。地域間のバランスや公平性という観点

からも、配置方針の考え方を明確にしていただきたいと考えます。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） この協力隊につきましては、私、冒頭にも申し上げましたけれ

ども、今後の尾鷲を活性化するがための戦略的な人材であると。もうこれぐらい

考えているわけなんです。彼らをいかにして、要するに、彼らのミッションがこ

の尾鷲の活性化につながるかということをまず前提に考えていきながら、広くや

はりこの協力隊を配置したいと思っております。 

 先ほどの周辺市街地各地区への地域おこし協力隊の配置については、まずは各

地区の区長との話合いを通じまして、地域の要望を反映したミッション、これを

設定しながら募集を行っております。 

 議員御指摘の地域おこし協力隊が現在配置されていない地区につきましては、

まず、早田地区では、今年の５月に１名が着任予定となっております。賀田地区

と梶賀地区においては、それぞれのミッションを設定し、募集中でありますが、

現時点では採用には至っていない状況であります。 

 今後も、各地区における地域おこし協力隊の配置につきましては、私自身は、

新年度から新たに周辺市街地担当職員、これを配置しまして、各区長と共に協力

隊の配置やそのミッションについて具体的な相談を行いながら、制度の一層の活

用に向けて取り組んでまいりたい、このように考えております。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） 引き続き、制度の積極的な活用により、地域の活性化が進む

ことを期待いたします。 

 次に、地域おこし協力隊の管理体制についてお伺いいたします。 

 隊員の皆さんは、それぞれ明確なミッションを持ち、日々地域の中で活動され

ていることと思います。その努力には敬意を表するものであります。 

 しかしながら、これだけ多くの隊員が活動している中で、その活動内容や進捗

状況を市としてどのように把握し、管理、評価しているのかが重要であると考え

ます。 

 具体的には、活動報告の仕組み、目標設定と成果検証の方法、担当課による伴

走支援体制はどのようになっているのか。また、ミッションが形骸化したり、孤

立した活動にならないためのチェック機能は十分に機能しているのか。隊員個人

の裁量に任せるのではなく、組織としてどのように統括し、方向性を示している
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のか、市の見解をお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） 御指摘の点なんですけれども、私はこの地域おこし協力隊に対

する管理体制は、市としては十分できているということが結論でございます。 

 それに対しましては、具体的には毎月、各担当課において、活動報告や面談を

実施しております。それ以外に、副市長と私で、半年に１回ずつ、全ての協力隊

に対して面談の機会を設けております。そして、その際に、活動内容についての

意見交換を行いながら、各隊員のミッションに対する進捗状況、あるいは目標管

理、今後の活動内容の把握を行っております。ちなみに、副市長と私が面談を行

った際に、面談に要した時間は、たしかこれ、１０月か何かでやったと思うんで

すね、要した時間、１０時間、これほど時間を充てております。 

 また、各担当課が随時活動拠点に出向いております。活動実態や課題を把握す

ることにより、隊員のみにこのミッションを委ねるんじゃなくて、共に解決策を

模索する、いわゆる伴走支援、これを行っております。 

 さらに、現役協力隊サポート事業を活用し、隊員と同じ視点や経験を持つ地域

おこし協力隊の経験者が相談対応をすることによって、隊員の孤立を防ぐととも

に、経験に基づいた具体的な解決策のアドバイスを行うなど、重層的な支援体制

を実施しているというのが現状でございます。 

 以上です。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） 引き続き、隊員が安心して活動できる環境づくりをお願いし

ます。 

 次に、地域おこし協力隊の受入れ体制についてお伺いいたします。 

 地域おこし協力隊制度は、都市部からの人材を受け入れ、地域の活性化と担い

手確保を図る重要な制度であります。 

 しかしながら、制度の成否は、隊員個人の努力だけでなく、行政及び地域側の

受入れ体制に大きく左右されるものと考えます。 

 そこで、お伺いいたします。 

 本市において、地域側の受入れ準備は十分に整っていると認識しているのか。

具体的には、受入れ地域への事前説明や役割の明確化、地域との合意形成、相談

支援体制はどのように構築されているのか。協力隊を派遣する制度ではなく、地

域で育てる人材政策と位置づけるのであれば、地域の理解と主体性が不可欠であ
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ると考えますが、市の見解をお伺いいたします。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） この地域おこし協力隊の受入れにおきましては、まず、着任後

のミスマッチ、これを未然に防ぐために、事前に本市のことやあるいはミッショ

ンの内容を十分にしていただくことが重要である、このように思っております。 

 そのため、まず、２泊３日の協力隊体験キャンプ、これを開催し、活動場所と

なる各地区への訪問、あるいは活動内容を事前に理解していただく機会を設けて

おりまして、協力隊に関心のある多くの方々に参加いただいているというところ

でございます。 

 その際、各地区の区長や住民の皆さんとも交流する機会を設けるなど、参加者

が地域の実情をまず知り、期待される役割を十分に把握した上で着任できる体制

づくりを大切にしております。このことにより、協力隊が地区住民の一員として

受け入れていただき、地区の皆様に応援していただきながら、協力隊として活躍

できるよう環境づくりに努めております。 

 ちなみに、周辺市街地に配置のこの協力隊員の方々、各地区の方々と非常にな

じんでおります。そのミッションも着実に進行している、こういうふうにして私

は理解しております。 

 以上でございます。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） 今後も地域と協力隊双方にとって実りある仕組みづくりを期

待したいと思います。 

 次に、地域おこし協力隊の成果評価についてお伺いいたします。 

 隊員の皆さんは、それぞれ異なるミッションの下で活動されており、その中に

は、売上げや集客数のような数値ではかれる成果もあれば、地域との関係づくり

や信頼構築など、成果が見えにくい活動もあると認識しております。 

 そこで、お伺いいたします。 

 本市では、こうした成果が見えにくいミッションについて、どのような基準で

評価を行っているのか。任期中の目標設定はどのように行われ、任期終了後には

どのような観点で成果検証しているのか、市の見解をお伺いいたします。制度の

信頼性を高めるためには、客観的かつ透明性のある評価体制が重要であると考え

ますが、併せてお答えください。 

議長（小川公明議員） 市長。 
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市長（加藤千速君） この成果評価につきましては、まず、着任時に各隊員が担当課

と共に、活動の方向性、あるいは到達目標を整理したロードマップ、これを作成

しておりまして、任期中の行動計画と成果指標、これを明確にしております。だ

から、３年間、どういうロードマップを描いてミッションを達成するかというよ

うな、これをまずやって明確にしていると。任期中は、このロードマップに基づ

きまして、定期的な活動報告、あるいは面談を通じまして進捗管理を行うととも

に、必要に応じて見直しを行っていると。先ほども申し上げましたけれども、半

年に一度、副市長と私でその活動報告を受けて、現在の活動状況の成果とか、課

題などを把握して、私としての意見も言わせていただいているというところでご

ざいます。 

 加えて、任期終了時におきましては、先ほど申しましたように、当初作成した

このロードマップとの比較検証を実施するとともに、定住や起業など、地域活動

への参加などの状況も含めて、成果検証を行っていると。 

 私としましては、近年、ほとんど協力隊員の皆さんが、３年間の任期終了後も

尾鷲に定着され、様々な形で起業するなど、御活躍いただいているということに

ついて大変うれしく思っております。これからも尾鷲を元気にする新しい力とし

て、一人一人の活躍に期待している次第でございます。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） ありがとうございます。 

 次に、地域おこし協力隊の活動内容の周知についてお伺いいたします。 

 地域おこし協力隊の活動については、何をしているのか分かりにくいという声

が以前からあると感じております。隊員の皆さんは、日々活動されていると思い

ますが、その内容や成果が市民に十分伝わっていなければ、制度への理解や評価

にもつながらないのではないでしょうか。 

 本市では、協力隊の活動内容や成果について、市民にどのような方法で周知し

ているのか。具体的な取組とその効果をどのように検証しているのか、お示しく

ださい。活動内容の見える化は重要であると考えますが、市の見解をお伺いいた

します。 

議長（小川公明議員） 市長。 

市長（加藤千速君） この地域おこし協力隊の活動の、さっきおっしゃっています、

見える化というものについては、非常に私自身も重要であると認識しておりまし

て、だから、これまでにも、市の広報紙を活用したり、ホームページ、ＳＮＳ、
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その活動状況というのを情報発信、こういうことに努めております。 

 しかし、着任している地域おこし協力隊の人数が非常に、今では２２名、これ

からどんどんどんどん増やしていきます。こういう多いことや活動内容が多岐に

わたることもあり、成果や取組が十分に伝わっていないのではないかと危惧して

いるところでございます。 

 そのため、私自身も協力隊全員と面談を行う際に、活動内容を多くの市民の皆

さんに知っていただくことの重要性について、改めて協力隊員それぞれに伝えて

おります。 

 また、これまで、毎年、地域おこし協力隊の活動を市民の皆様に知っていただ

くための報告会、これを実施しておりますが、その活動をより理解していくため

に、今年度、規模を拡大しまして、先月の２月１４日に、熊野古道センターにお

いて活動報告会を開催したと。これまでの一方的な活動報告ではなく、市民の皆

さんと協力隊が直接触れ合うことができる機会を設けることで、活動への理解を

深めていただけたのではないかと、このように感じております。 

 今後につきましても、今回の報告会で得られた御意見を踏まえ、報告会の実施

はもとより、より効果的な情報発信の手法を検討し、活動の見える化に努めてま

いりたいと思っております。 

 ただ、最後に申し上げますけれども、やはり協力隊員というのは、何度も申し

上げますが、尾鷲市にとって、戦略的な人材でございます。そのために、私とし

ては、できる限りいろんなミッションを置きながら協力隊を募集したいと思って

います。そのためには、やっぱり今の総務省の報告ですと、２０２４年に、協力

隊員は全国で８,０００名ほどいるんですけれども、それを１万人以上に増やす

という、そういう方向性も出ておりますので、それに乗っかった形ではないんで

すけれども、協力隊員を我々の尾鷲市の要するに重要な人材としてどんどんどん

どん募集をやっていって、市民の皆さんと協力体制を敷きたいと、このように考

えておりますので、どうぞ御理解のほどよろしくお願いいたします。 

議長（小川公明議員） ４番、入田議員。 

４番（入田真嘉議員） ありがとうございます。 

 最後に、地域おこし協力隊の皆さんはそれぞれの地域課題に向き合い、日々努

力を重ねておられることと思います。その活動に対し敬意を表するものでありま

す。人口減少が進む本市にとって、外からの視点と行動力を持つ協力隊の存在は

大変貴重であり、地域に新たな風を吹き込んでいただいております。 
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 今後も、行政がしっかりと支援体制を整え、市民に活動を見える形で示しなが

ら、隊員の皆さんが安心して、そして前向きに活動できる環境づくりを進めてい

ただくことを強く期待し、私の質問を終わらせていただきます。ありがとうござ

いました。 

議長（小川公明議員） 以上で本日の一般質問は打ち切り、明日４日水曜日午前１０

時より続行することにいたします。 

 本日はこれにて散会いたします。 

〔散会 午後 ２時２７分〕 
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